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序章 はじめに 

 

第１節 地方分権推進委員会の最終報告 

 

２００１年６月２０日の地方分権推進委員会の最終報告において、第１章「第１次分権

改革を回顧して」の最後に、「VI地方公共団体の関係者及び住民への訴え」と題して、

次のような一文がある。 

 
第１項 分権型社会を創造していくために 

 

「最後に、地方公共団体の男女を問わずすべての住民に対して訴えておきたいことがあ

る。地方自治とは、元来、自分たちの地域を自分たちで治めることである。地域住民に

は、これまで以上に、地方公共団体の政策決定過程に積極的に参画し自分たちの意向を

的確に反映させようとする主体的な姿勢が望まれる。また地方税の納税者として、地方

公共団体の行政サービスの是非を受益と負担の均衡という観点から総合的に評価し、こ

れを厳しく取捨選択する姿勢が期待される。自己決定・自己責任の原理に基づく分権型

社会を創造していくためには、住民みずからの公共心の覚醒が求められるのである。そ

してまた当面する少子高齢社会の諸課題に的確に対応していくためにも、行政の総合化

を促進し、公私協働の仕組みを構築していくことが強く求められている。公共サービス

の提供をあげて地方公共団体による行政サービスに依存する姿勢を改め、コミュニティ

で担い得るものはコミュニティが、ＮＰＯで担い得るものはＮＰＯが担い、地方公共団

体の関係者と住民が協働して本来の『公共社会』を創造してほしい。」 

本格的な地方分権時代においては、自己決定・自己責任の原則に基づく地方公共団体の

意思決定がなされるため、住民参加の積極的な拡大・多様化が不可欠となる。住民の意

思と責任に基づいて主体的に形成されるものが真の地方自治であるという認識のもと、

住民自治の更なる充実が求められている。  

最終報告におけるこの文章から、今次地方分権改革は、「国から地方自治体への分権」

で終わることなく、「『自治体から住民へ』までを視野に入れた分権」ということが理

解できる。つまり、分権の究極の目的は、住民の自己決定に基づいた社会の形成にある。

そのためには、住民と行政の関係の再構築が必要となってくる。 

 
第２項 補完性の原理 

 

ＥＵ加盟諸国では、EU・従来の国家・地方政府というように権力が多層化し、ある課題

についてどの階層が権限を持つかが大きな問題となっている。この問題に対処するため



の基本的な考え方として「補完性の原理」がある。 

この原理は、個人が自ら実現できることは個人で、個人では不可能なことや非効率的な

ことを家族や地域社会といった小さな単位が、さらに、小さな単位では不可能なことを、

市町村、都道府県、国といった大きな単位が順に補完していくという住民に身近なとこ

ろからの階層秩序原理である。これにより、それぞれの地域にあったしくみの工夫が可

能となり、住民に近い地方自治に多くの分野の権限を移すことが理にかなうことになる*

1 。 

１９８５年にヨーロッパ評議会の憲章として制定され、１９８８年に発効したヨーロッ

パ地方自治憲章では、「公的な責務は、一般に、市民に最も身近な地方自治体が優先し

て履行する。他の地方自治体への権限配分は、仕事の範囲と性質及び能率と経済の要求

を考慮して行われる。」（第４条第３項）と定められており、公共のサービスは市民に

最も身近な地方自治体が優先して担当していくという理念を示している。この理念は、

１９９８年に取りまとめられた世界地方自治憲章草案においても「補完性の原理（Princi

ple of subsidiarity）に従い、公的部門が担うべき責務は、原則として最も市民に身近な公

共団体がこれを執行するものとする。同じ考え方から、他の公共団体にその責務を委ね

る場合は、常に技術的又は経済性の要請に基づいて、これを行わなければならない。」

（第４条第３項）という形で盛り込まれている*2 。 

 
第３項 地方分権改革後の地方自治 

 

地方分権改革後の地方自治法は、地方自治体と国との役割分担について次のように補完

性の原理を示している。すなわち地方公共団体は、「住民の福祉の増進を図ることを基

本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く*3 」担い、国

は「国際社会における国家としての存立に関わる事務、（中略）その他国が本来果たす

べき役割を重点的に担い、住民に身近な行政はできる限り地方公共団体に委ねることを

基本として、地方公共団体との間で適切に役割を分担する*4 」。 

また、市町村と都道府県の分担について次のように規定している。市町村は基礎的な地

方公共団体として、一般的に普通地方公共団体が処理すべきとされる事務を処理し、都

道府県は市町村を包括する広域地方公共団体として、普通地方公共団体が処理すべき事

務のうち、広域にわたるもの、市町村に関する連絡調整に関するもの、その規模又は性

質において一般の市町村が処理することが適当でないと認められるものを担当するので

ある*5 。 

地方自治法改正による制度的枠組みを補完性の原理から捉え直せば、中央から地方への

単なる事務の再配分のみで終わることなく、より住民に近い自治体が、住民や地域の視

点に立ち、地域における総合的な行政の主役としての役割を担うことがより一層はっき



りしてくる。補完性の原理は、地域の課題を自治体がすべて担当するということをでは

ない。住民が自ら対処すべき課題を地域レベルで解決する能力を高めていくことにが必

要であると共に、住民や「地域を補完する公共サービスを提供するさまざまな主体」と

の連携を進めていくことが重要である。 

自治体は、これらの公共サービスの提供主体と必要に応じて支援・協働することによっ

て、多様かつ豊かな公共サービスの担い手を地域に育てるとともに、住民がよりよいサ

ービスを享受し得るようにそれら相互の調整を図る調整者としての役割を果たすことが

分権改革後の地方自治のあり方として求められているといよう。 

 

第２節 市民参加の手法としてのＮＰＯとのパートナーシップ 

 

自治体は現在でも複雑・多岐にわたる行政を行っているが、分権改革後も、地域住民の

ニーズを的確に把握し、よりきめ細かなサービスを提供するためには、住民意思の施策

への反映や自治体以外の民間活動等との連携・協力を図っていくことが重要となる。そ

のために、広報広聴や情報公開制度の充実強化とあわせて住民参加を積極的に支援して

いく体制の整備が求められる。 

 
第１項 現行制度の不備 

 

住民が積極的・主体的に地方自治に参加するための制度はどのような形になっているの

か。大橋(2001)は、地方自治法など現行法における市民参加制度について検討し、以下の

ような６点にわたる不備を伴うと指摘している*6 。 

 
①利用条件の厳格性（有権者の５０分の１以上の連署といった制限） 
②利用条件の著しい厳格制（有権者の３分の１以上の連署といった厳しい制限） 

③請求事項の限定性（住民監査請求の範囲が財務会計上の行為に限定されているなど） 
④市民に対する応答の欠如（誓願、陳情、意見書の提出などに対する行政からの応答） 
⑤行政裁量に立脚した仕組み－恩恵型市民参加（公聴会等の市民参加は行政裁量による） 

⑥審議会手続の儀礼化－審議会行政の限界（委員選出に関する不信などによる制度疲労） 

 

そして、それらの欠点は単純化すると「市民参加は例外である」という哲学に基づくも

のであるとする*7 。 

 
第２項 現行制度の限界と次のステップ 

 



伝統的な間接民主制のモデルからすれば、住民の選挙で選ばれた議会に対してのみ対応

すればよいというのがこれまでの自治体行政の役割であったが、現在の日本法で重視さ

れつつある説明責任（アカウンタビリティ）の思想からすると、行政過程の様々な段階

ごとに住民からのアクセスを受け入れ、説明責任を果たすシステムが要望されている。 

住民参加制度において「従来の参加論の限界は、特定の者との関係でのみ行政がネット

ワークを形成してきた点、つまり対話の限界性である。この点の改革のためには、情報

収集源の多元化・広範化を図ることが大切となる。具体的には、（地元）専門家参加、

市民参加（自治会、公募、ＮＰＯ）アンケートの活用、委員会の多元的組織化、コーデ

ィネーターの育成などの改善ポイントとなる*8 」とする。そして、「市民参加の最重

要となるのは、市民「団体」の参加であるとする。市民個人と行政の間にあって、市民

の意向を行政に伝え、また行政の機能を補完する存在として市民団体に対する関心が高

まりつつある*9 」としている。 

のちに検討することになるが、ここで「行政の機能を補完」するといわれているＮＰＯ

の活動は、実際は行政よりも住民に近い活動である。「自己決定・自己責任の原理に基

づく分権型社会を創造していくためには、住民みずからの公共心の覚醒が求められる*10

 」とする分権型社会では、住民により近いところに存在するＮＰＯの活動に関して自

治体が協働していく際には、これまでとは異なる自治体側の意識変革＝パラダイムの転

換が必要となってくる。ここにいたって、初めて分権改革の想定していた地方自治体の

あるべき姿が見えてくる。 

 

第３節 本稿について 

 
第１項 本稿の構成 

 

以上のような認識から、本稿においては自治体とＮＰＯのパートナーシップに関する現

状の把握と今後について検討していきたい。 

まず第１章において、ＮＰＯの存在がどのように検証されているのかを確認する。また、

この章で自治体とＮＰＯの協働を進めていく際の法的問題点についても掲示する。 

続いて第２章で、ＮＰＯに関する現行の自治体政策・制度について概観し、国内・自治

体において、ＮＰＯとの協働でどのような模索が行われ、どのような問題点が生じてい

るのかを検討していく。検討の際、主な視点をＮＰＯ側に置き、自治体側からはあまり

見えてこない部分を明確にしたい。 

第３章では、自治体とＮＰＯの協働に関する主な理論的アプローチの整理を行う。 

第４章では、パートナーシップの先行的事例であるイギリスのコンパクトについて報告

し、自治体とＮＰＯのパートナーシップの今後のあり方を模索する。また、第５章で国



連ＮＧＯ協議制度の報告により、具体的な手続きを行っていく際の問題点を把握する。 

そして第６章で自治体とＮＰＯのパートナーシップについて、今後のあるべき姿の検討

を行うこととする。 

 
第２項 本稿で扱うＮＰＯの範囲 

 

本稿では、自治体とＮＰＯのパートナーシップが主な関心であるので、ＮＰＯの定義と

しては、特定非営利活動促進法（以下ＮＰＯ法）で定義されるような「特定非営利活動

法人（以下、ＮＰＯ法人）」にとどめないこととしたい。 

ジョンズ・ホプキンス大学非営利セクター国際比較プロジェクトでは以下の５つの性格

を持つものを民間非営利組織（ＮＰＯ）であるとした。すなわち①正式に組織されてい

ること、②民間であること（＝政府ではないこと）、③利益配分をしないこと（＝営利

を追及しない）④自己統治（管理）であること、⑤自発的であること、である。ただし、

この調査では宗教および政治組織は含まないとしている。本稿もこれに準じた形とした

い。 

また、ＮＰＯは「Non-Profit Organization」の訳でり、資料によっては個々の組織と、組

織原理を共有する集合体とを指すことがあるが、両者を区別するために、本稿ではＮＰ

Ｏの集合体を「非営利セクター」という用語を用いることにする。ただし、イギリスに

おいてはこの非営利セクターを「ボランタリーセクター」と呼ぶことが一般的であるの

で、それに従うこととする。 



第１章 ＮＰＯの存在意義と自治体におけるパートナーシップの問題点 

 

第１節 経済学的に見たＮＰＯの存在理由 

 

ＮＰＯのについては、市場経済における存在理由が経済学的な観点から２つの説明が行

われている。これは「政府の失敗」と「契約の失敗」と呼ばれるものである*11 。 

 
第１項 政府の失敗と契約の失敗 

 

非競合性*12 および非排除性*13 という性質を持つ公共財は、市場メカニズムでは供

給されないことから、政府という非市場的機構により供給されることになる（市場の失

敗）。しかし、この公共財を調達するための費用負担は各個人の支払う税によるもので

あるため、多様化する需要にきめ細かく供給するには限界がある（政府の失敗）。この

ように、一元的な政府によるサービスではまかないきれない多様性を持つ公共サービス

も、ＮＰＯなら部分的・分権的に供給することが可能である。 

また、サービスを消費者が簡単には評価できない場合（情報の非対称性*14 ）、供給者

は高い価格で粗悪品を消費者に売りつけることが可能となる。このような供給者に対す

る消費者の信頼の欠如により、市場メカニズムがうまく機能しなくなる状況を契約の失

敗と呼ぶ。情報の非対称性が存在する時に、供給者に対する消費者の信頼は、営利企業

よりもＮＰＯを選択することになる。 

これは、ＮＰＯが利益分配を禁止されていることから、営利を目的としない分だけ消費

者から搾取する機会もインセンティブも少なく、それ故に消費者の受託に忠実であると

考えられていることから生じるものであるといわれている。 

 
第２項 パートナーシップ理解のための理論的発展「ボランタリーの失敗」 

 

サラモンは、これらの理論を発展させ「ボランタリーの失敗」理論を導いていく*15 。 

これは、政府が「市場の失敗」に最初に対応する主体ではなく、まずボランタリー（非

営利）セクターこそ対応すべき主体であるとし、政府はボランタリーセクターの失敗を

補完するという発想の転換である。 

サラモンは議論の前提となる中心的な問題は、集団全体の目的あるいは集団共通の利益

を指す概念である「集合財」の不足に対応するために必要となる「取引コスト」の大き

さであるとする。政府が活動するためには、公共性が認められ、公務員に情報が与えら

れ、法令が作成され、国民一般によって認められ、プログラムが実行されるなどの「取

引コスト」が必要となるが、ＮＰＯが活動するためには少数の個人が自ら行動するか、



または外部からの支持を得られればたりるからであるとする。このことから、政府の対

応はＮＰＯの対応が不十分であることが判明した場合のみ求められることになる。 

この「ボランタリーの失敗」理論においてＮＰＯに固有な限界をサラモンは四つ*16 あ

げており、以下のとおりである*17 。 

 
①フィランソロピーの不充分性 
 コミュニティ全体に対して充分で確実なサービスを提供する資源を生み出す能力の不足。社会の

構成員全てが社会貢献とボランタリー精神をもって、ＮＰＯに積極的に資源提供をできれば、ＮＰ

Ｏの資源は不足しないが、そのような状況はあり得ない。 
②フィランソロピーの特殊性 
 ニーズの全てに網羅的に対応できないことから、テーマ的・地域的に偏り・重複が起きる。 
③フィランソロピーの温情性 
 資源提供者である裕福なメンバーの嗜好によって組織の性質が形成される。 
④フィランソロピーのアマチュア性 
 アマチュアの活動に依存していくと、専門化を促進する傾向を抑止してしまう。 

 

これら４つの限界を補完し有効に機能させるのが政府の役割であるというのが、「ボラ

ンタリーの失敗」理論となる。 

また、サラモンは、アメリカ連邦政府の実務研究から「第三者政府*18 」論を展開する。

連邦政府は、州・市・自治体・金融機関・民間企業・病院などの政府以外の機関に対し、

行政活動の執行を行わせ、その際政策執行に伴う公的資金の使用や公的権限の行使に関

して、これらの機関が相当程度の裁量を持って執行にあたらせる制度を「第三者政府」

と呼んだ。この「第三者政府」論は政府の責任領域と政府の実際の活動領域を区別し、

従来の福祉国家観を修正するものである。 

 

第２節 積極的な意味でのＮＰＯの存在意義 

 

経済学的なＮＰＯの存在理由は、公共サービスに関する消極的な観点で、市場もしくは

政府では解決できなかった問題をＮＰＯが代わりに担うというものであるが、これ以外

にもＮＰＯの存在意義について、特にアメリカにおいて積極的に解するものもある。 

 
第１項 多元的価値観 

 

Ｊ・Ｓ・ミルの「自由論」でも指摘されているように*19 「政府が行う事業はどこでも

似たようなものだ。反対に個人や有志の組織によるものには、さまざまな試みや、あり

とあらゆる経験が見られる」として、組織の能率やサービス機能に関係なく、住民の自



由と多元的価値を確保するためにＮＰＯが果たす役割を重要視するものである。 

 
第２項 連帯 

 

トクビルが「・・・民主主義国家では・・・市民は皆孤立しており、微力である。彼ら

は自分自身ではほとんど何もできず、しかも、誰一人として仲間に援助を強いることは

できない。したがって、お互いに助け合うことを自発的に学ばない限り、彼らは皆無力

である*20 」と指摘するように、特にアメリカでは、市民の連帯の感情を表現するため

の機構としてＮＰＯが機能する。 

 

第３節 自治体とＮＰＯのパートナーシップを進める上での問題点 

 

前節のような存在理由からＮＰＯが現在様々な形で活動をしているが、国内における議

論は１９９４年の調査がきっかけの一つといわれている。下記で、その調査における国

内のＮＰＯに関する特徴を確認し、ＮＰＯ法の出現により、そこにおける問題点がどの

ように解決されていったのかごく簡単に触れておく。 

 
第１項 市民公益活動の歴史的外観から見た特徴 

 

ＮＰＯなど市民公益活動*21 に関する国内における議論のきっかけの一つ*22 といわ

れている総合研究開発機構(1994)「市民公益活動基盤整備に関する調査研究」では、民間

公益活動の歴史を概観し、近代以降の制度展開を詳細している*23 。この中で、これら

歴史的背景を前提として、現在の市民公益活動の特徴について次のとおりとしている。 

 
１ 市民公益活動に馴染みにくい主務官庁制度 

主務官庁によって設立・監督される民法法人、補助金や措置費・委託料も関係する学校

法人や社会福祉法人など、日本の公益法人は行政の縦割りにそった形で存在する。縦割

り行政の枠を越えて活動する市民公益活動にとってこの制度は馴染みにくいことに加え、

市民公益活動の母体は小規模団体が多く、資金面や人材面で現在の公益法人の設立許可

基準をクリアすることが困難なものが多い。 

 
２ 市民の活動を促進するための非営利法人制度の欠如 

１のようなことから、行政からの独立性を必要とする団体や資金規模・会員規模の小さ

な団体は、一般に法人格を持たない任意団体として活躍する。草の根基盤を持つ市民団

体が増えてきているが、これらの将来の発展を考えると、これらが任意団体のままであ



ることには問題が多く、主務官庁制によらない何らかの簡便な法人資格が必要となるが、

それに適した制度がなかった。 

 
３ 見えにくい市民公益活動の実態 

民法法人は主務官庁別に管理されていてその全体像が掴めないばかりか、多くの市民団

体は任意団体としてどこにも登録されていないから、その統計もなく全体像を描けずに

いる。 

 
４ 個人寄付税制の重要性と未発達 

市民公益活動には、政府からの補助金や委託費に頼るだけでなく、民間からの自発的な

寄付が必要になるが、その多くは融資や企業からの寄付あるいは助成財団の助成金によ

るわけだが、市民公益活動の費用としては個人の寄付が重要な役割を持つ。また、個人

の寄付に対する免税制度も極めて限られた場合にしか認められず、個人の寄付を促す制

度がない。 

 
５ 思想的基盤の脆弱さ 

４の課題は、非営利あるいは公益活動に対する思想的基盤の脆弱さとも関係する。利益

にならない活動を展開するには何らかの強い志とそれへの共鳴が必要であるが、日本の

社会にはそのような強い志を促すような、多くの人に共有できる思想が十分に育ってい

ない。 

 
６ 世界に貢献できる市民公益活動のための課題 

これまでの日本の民間公益活動は、主として日本国内を対象としたものであった。しか

し、経済大国となった今、それは世界の国々の人たちからも求められている。 

 
第２項 ＮＰＯ法の出現 

 

ＮＰＯ法の成立などにより、前項のうちのいくつかの点について、新たな展開があった。 

２の「非営利法人制度の欠如」については、１９９８年の特定非営利活動促進法が法人

格付与法ととして成立し、制度上、一応の解決策が講じられた。３の「実態」について

も、ＮＰＯ法を期に、行政、民間から様々な形での実態調査が行われ、かなりの全体像

が把握されようとしている*24 。 

また、４の「個人寄付税制の未発達」という問題は、従来から公益法人において、特定

公益増進法人制度*25 があったが、これに類似した制度でＮＰＯ法人に対するものとし

て、認定ＮＰＯ法人制度が２００１年１０月から施行されている。 



この制度では、パブリック・サポート・テスト*26 等も導入され、ＮＰＯ法人を支援す

る税制であるとされたが、認定されるための基準があまりに厳しく、ほとんどのＮＰＯ

が該当しないものとなっている。。とくに、ＮＰＯ法人が複数の市区町村にわたって活

動しているものだけが認定されるものであるため、コミュニティと密着した活動を行う

ＮＰＯ法人が対象から除かれていることには疑問も多い。 

以上のように、制度上一応の解決策を講じたと考えられているが、後述するように、自

治体が実際に協働を進めていく上では未だ充分な解決策となっているとはいない。また、

それ以外の項目については、制度的に解決されるような方策が有効に機能されてはいな

い。 

 

第４節 ＮＰＯに関する代表的な法的問題 

 

前節のような我が国のＮＰＯに関すると環境的な特徴に加え、自治体とＮＰＯのパート

ナーシップを進めていくという観点から、法律上いくつかの問題が存在している。 

 
第１項 憲法上の問題 

 

ＮＰＯと協働するときには公金の支出や公の財産の使用を伴うこともある。憲法８９条

後段*27 では、「公の支配」に属しない「慈善・教育・博愛」の事業に公金の支出や公

の財産の使用を禁止している。この８９条後段の文理からすると、「慈善・教育・博愛」

の事業との重なりが大きい、福祉・被災者救済等を目的としたＮＰＯに対するの公金支

出や公の財産の使用は，８９条後段に適合しないおそれがある*28 。 

 
１ 公の支配 

従来の解釈では、「公の支配」は「当該事業を行う団体の人事・予算・執行などに対し

て公権力である行政が決定的支配力をもつこと」を意味すると解されていた。ＮＰＯが

もつ自立性・自主性といった性格と「公の支配」という要件は、この解釈に従うと二律

背反的関係にあるといる。 

しかし、２５条（生存権の保障・社会福祉等の増進に努める行政の責務）*29 や２６条

（教育を受ける権利の保障）*30 において、「慈善・教育・博愛」事業の奨励や協働に

よる政策の推進が行政に要請されており、それには公金支出等も含むものと考えられる

ことからすると、８９条を従来のように解釈することには矛盾が生じる。現実的側面か

らはすでに適合しなくなっているこの「公の支配」を含めた８９条後段について、法解

釈の面および実態的な面から簡単に再検討を加えてみたい*31 。 

 



２ ８９条後段のＮＰＯへの解釈 

まず、法解釈としては次のように考えることができる。 

８９条後段の趣旨・目的が「慈善・教育・博愛」の名のもとに公費が濫用されることを

防止することであるとすれば、２５条・２６条の規範と整合し、ＮＰＯの自立性・自主

性の確保を前提とした「公の支配」の内容が必要となる。これには、少なくとも行政側

の対応として、公金の支出及び公の財産の使用に供された事業に対する「公費濫用を防

止するための行政による財政上の監督」が必要であると考えられる。 

また、「公」とは行政のみをさすのではなく、「住民と行政」とが共に主体になるもの

とすることができる。そのように捉えた場合には，住民全体のものである公金の支出や

公の財産を使用するＮＰＯの活動は、目的・組織形態及び活動内容などが誰に対しても

開かれ、社会的公共性をもつものである必要がある。これには、行政による財政上の監

督だけでなく、ＮＰＯと行政が住民全てに情報公開することが重要となる。 

 
３ 私学助成・社会福祉事業における８９条後段に関する議論 

憲法第８９条でいう公の支配との関係に関連して、私学助成については、私立大学への

支援のあり方などについて相当の議論があり、私立学校振興助成法という法律ができて

いる。これは単なる私立学校法という法人格を認める法律の他に、助成を受ける私学に

ついて一定の国の規制・関与を強めることで「公の支配」に属することから公金の支出

が可能となるという仕組みになっている。以前は学部学科の設置・改廃等は届出事項で

あったが、私学振興助成法の制定により、それらを認可事項とすることで規制を強化し

た形になっている。 

また、社会福祉に関連しては、社会福祉事業を行なうことを目的として、社会福祉法の

定めるところにより設立される社会福祉法人制度を設置した。民法３４条に基づいて設

立される財団法人、社団法人ではその規定が公金使用のチェックについて簡略なため、

旧社会福祉事業法､現社会福祉法は、公の助成を受けた社会福祉法人に対しては、特に強

い監督権を行使できるとすることによって、憲法８９条との抵触を避けながら、社会福

祉法人に対する公の助成を可能としている*32 。 

 
４ ＮＰＯへの既存の議論の適合 

これらの見地から，ＮＰＯと行政が協働する場合に生じる８９条後段の問題は次のよう

に解釈することが可能となろう。 

ＮＰＯ活動に対して、住民全体のものである公金を支出したり公の財産を使用する場合

において、憲法８９条の「公の支配」に属しているとするためには、公金の支出等の責

任主体である行政は、ＮＰＯ活動の自主性を損なわない範囲で公金や公の財産の使われ

方が適正かを報告や検査などにより監督することが必要とされる。 



また、そもそも住民全体のものである公金の支出、公の財産の使用の際、ＮＰＯ活動に

限らず、その対象となる活動が社会的公共性をもつものである必要がある。そして、公

金支出等の対象となるＮＰＯ活動の社会的公共性、公金支出などについては，広く住民

の監視・批判に委ねることが適当である。このような住民による監視が十分に確保され

るためには、ＮＰＯと行政の両者がその事業に関わる情報を公開することが必要とされ

る。 

これらを踏まえてＮＰＯと行政が協働する際の公金支出等の基本的なあり方として， 

 
①公金支出等の対象となるＮＰＯ活動が社会的公共性をもつこと 

②公金の支出及び公の財産の利用に供された事業に関する報告・検査など「公費濫用の防止

のための処置」が講じられていること 
③①，②を担保するものとして，市民活動及び行政に関する情報が公開され，市民が誰でも

その情報に接して内容を確認することができるようにすること 

 

という３つの要件が満たされた場合，憲法８９条後段との整合も図られたものと考える

ことは可能である。これまでの私学助成や社会福祉の例では、新たな法人制度を確立す

ることによって「公の支配」を実現しているが、上記のような対応によりそれと同等の

状況を作り出すことが可能であると思われるからである。 

 
５ 実務での対応 

このような議論のもと、横浜市の「市民活動推進検討委員会」が９９年３月に答申した

「横浜市における市民活動との協働に関する基本方針（横浜コード）」では、市民活動

と行政が協働する意義やパートナーシップを確立していく必要性に触れ、基本的なルー

ルを示すことで、この問題が解決されたとみなすことにした。 

横浜コードでは、市民活動と行政の協働の原則として①対等、②自主性尊重、③自立化、

④相互理解、⑤目的共有、⑥公開を掲げ、協働の方法として①補助・助成、②共催、③

委託、④公の財産の使用、⑤後援、⑥情報交換・コーディネートなどをあげている。こ

れらをもとに、公金支出の必要な場合には、これまで見てきたような憲法上の課題を踏

まえ、①社会的公共性があること、②報告・検査などにより、公費濫用を防止すること、

③情報公開をすること、の３要件を満たす基準を策定することにより憲法８９条の問題

をクリアできるとした。また、以上のことを担保するために、基本方針の維持調整など

を行う第三者的機関の設置も提案し、支援施策の方向性を以下のように示した。 

 
①情報、活動の場所の提供など総合的に市民活動の基盤づくりを進める 
②市民活動の事業に対する補助金・助成金の充実を図る 



③市民活動関係者や行政の職員の研修の機会を設ける 

④市民活動に関わっている外郭団体の一層の活用を図る 
⑤市民活動支援施策を総合的に展開するため、総合窓口の設置など庁内体制の整備を行う 

 

横浜コードにおけるこのような実例により、憲法８９条後段にいう「公の支配」に関し

て、私学助成や社会福祉事業における例と同等とみなされる制度を確保した。これは、

国民生活審議会総合企画部会第１２回ＮＰＯ制度委員会*33 等でも議論され、後に続く、

自治体に新たな道を広げたものと評価できる。 

 
第２項 法人制度とＮＰＯ 

 
１ 法人格の必要性 

自治体とＮＰＯのパートナーシップを考えていく際、ＮＰＯ側がどのような組織である

のかは、自治体側には重要な点となる。法人格を取得した団体は事業目的、活動内容、

組織形態などについて法律に定められた一定の要件を満たしていることから団体の社会

的な信用度が増す。法人格を取得していない場合、何を基準にその団体の信用度を評価

すればよいのか基準が確立していないからである。 

ＮＰＯに関する法人制度は、とらえ方にもよるがさまざまな領域で、さまざまな類型の

ものが存在し、下記のように類別される。日本の場合、公益法人の他、社会福祉法人、

学校法人、医療法人、権利能力なき社団のほか、宗教法人、各種組合、政治団体なども

この範疇に入る。平成十年・十三年にそれぞれ成立した特定非営利活動促進法（以下Ｎ

ＰＯ法）、中間法人法*34 によって認知されるものもある。（後者については平成13年

12月現在施行前であり、実例はまだない） 

 
 法
人 

  営利法人 

   

         非営利法人   公益法人   社団法人・財団法人（民法３４条） 
    学校法人（私立学校法） 
    社会福祉法人（社会福祉事業法） 
    宗教法人（宗教法人法） 
    医療法人（医療法） 
    特定非営利活動法人(特定非営利活動促進法) 
   中間法人   協同組合（各種組合法） 
   労働組合（労働組合法） 
   信用金庫（信用金庫法） 
   共済組合（共済組合法） 



   中間法人(中間法人法) 

経済企画庁国民生活局(1999)をベースに筆者作成 

 

ＮＰＯ法ができる以前は、ＮＰＯが法人格を取得するためには民法３４条の公益法人（財

団法人・社団法人）によるほかはなかったが、公益法人として法人格を得ることは極め

て難しいため、多くのＮＰＯは任意団体であった*35 。ＮＰＯ法は「法人格付与法」で

あり、これまで資産等があっても代表者などの個人名で登記するしかなかった団体や、

法人格がないために補助を獲得することができなかった団体、国際的活動上、法人格が

ないために不利な扱いを受けてしまった団体などの活動の支障を取り除くための対策と

して、法人格の付与を行うこととしている。 

 
２ 法人格がないＮＰＯとの協働 

しかし、自治体におけるＮＰＯとの協働においては「法人格があろうがなかろうが市民

活動である以上は責任も、公開制も伴うし、たくさんの人の支持を得るための努力も、

マネジメント能力の向上もしないと市民は誰にもわかってもらえない、日々の努力は必

要です。*36 」というのが現状であろう。そこで、法人格を持たないＮＰＯとの連携を

図るために、自治体はいくつかの工夫をしている。 

１９９９年６月２４日に箕面市議会で成立した箕面市非営利公益市民活動促進条例では、

「公共サービスにおける参入機会の提供・登録」として、 

 
①非営利公益市民活動団体を公共サービス（事業）や物品の相手先として明確に位置付け、

行政とともに公共サービスの提供を共有する。*37  

②登録は、非営利公益市民活動団体の中で、公共的なサービスや事業を市と協働して行おう

という団体の意思の表明として実施し、この登録の申請の内容は公開されることを前提とす

る。*38  

 

などの「市民（公益）活動団体登録制度」実施している。 

この制度の解説*39 では、登録は非営利公益市民活動団体として公に表示し証明するこ

とであり、公共サービスへの参入機会の提供を受けようとする場合の前提条件であると

している。登録事項を公開することによって、サービスの受給者、活動に参加しようと

する市民、連携をしようとする他の団体への情報提供となり、また公開によって、透明

性、事業内容の公共性などが明らかになり、そのＮＰＯ自身の自律性が確保される。 

公共サービスの供給者として市と協働しようとする場合は、その団体に公共サービスの

供給者たり得るだけの能力や責任が要求されるものである。そのためには、少なくとも

法人に類するような組織や内部規定などを有することが求められ、その要件についての



必要な事項を規定している。箕面市の市民活動団体登録制度は規模の小さな団体も、Ｎ

ＰＯ専用の登録制度を作ることにより事業委託の道を開こうとするものである*40  。 

 
３ 登録制度に対する検討 

平塚市における同様の条例案策定の際には「既存の登録制度とＮＰＯ専用の登録制度の

２本立てとするよりも、現在の随意契約の決定過程などを透明化するとともに、事業者

登録の資格基準を拡大していくことによりＮＰＯへの事業委託を可能にしていくべきで

はないか」といった批判や、「現在のＮＰＯ法人格については比較的簡易に取得できる

こともあり、市の税金を使っての事業を受託するＮＰＯについては、法人格を持ったし

っかりとした団体であるべき」といった意見がでている。 

また、ＮＰＯ支援条例の策定と絡めて、本来、ＮＰＯと自治体が対等な立場にいるのな

ら、実態的には必要なく*41 手続きの煩雑な登録制度はＮＰＯ側に対して負担でしかな

い、といった意見もある。 

ＮＰＯが活発に活動を行っていくためには、行政の持っている情報をＮＰＯ側も共有す

る必要がある。しかし、自治体内にどのような団体がどのような活動を行っているかと

いうことを、その活動に関連する自治体内の部署でさえも的確に把握していないという

のが現状である。 

ＮＰＯの登録制度により、少なくともこの登録団体に対して自治体が情報を提供しなけ

ればならないというシステムの構築は可能であり、普段から連携をとることによりＮＰ

Ｏからの情報提供も比較的速やかに行われることが想定されるだろう。 

 

この章で見てきた、ＮＰＯの存在理由、問題点について、理論的にはどのようなアプロ

ーチが加えられているのか、次の章で検討したい。 



第２章 パートナーシップに関する理論的アプローチ 

 

 行政－ＮＰＯ間のパートナーシップについて、田中建二の議論を要約して紹介しつつ、

その他の論者の見解等を加えていきたい。田中は、「福祉国家の危機」を契機として公

共サービスの供給主体として期待されるようになった非営利組織に注目し、行政とＮＰ

Ｏのパートナーシップについて議論している*42 。 

 

第１節 競合パラダイム 

 

競合パラダイムとは、従来想定されていた行政－ＮＰＯ関係のとらえ方で、行政の活動

とＮＰＯの活動との関係を、一方の拡大が他方の縮小をもたらすという相互排他的なも

のとする理解である*43 。 

このパラダイムにおいては、「拡大する政府の役割への懸念」、つまり社会問題の解決

主体として政府の役割が大きくなりにつれて、個人の自由や他の社会的価値が侵害され

ることへの懸念からＮＰＯへの関心が始まっているとする*44 。 

 
第１項 競合パラダイムの問題点 

 

福祉国家については、政府の社会福祉支出の増大を政府機構の拡大へと短絡的に連結さ

せる考え方がとられていた。これにより、ＮＰＯと福祉国家の関係は硬直したサービス

活動を行い、必要な資源を調達する活動と実際のサービス供給活動との区別を行わない

ままに両者の活動の関係を理解しようとしていることから、両者の積極的な関係が見え

にくくなっている。 

ＮＰＯに関しては「資金援助のような、サービス提供を行う際にそれを支援するために

行う活動の存在に注目して両者の関係を位置づけることが不可能*45 」であり、福祉国

家に関しては「資金調達を行う活動と実際のサービス提供活動を区別しないまま、国家

によるサービス提供活動の拡大とそれに伴うＮＰＯの活動領域の縮小を論じているので

ある*46 」。国・地域により様々な政府と非営利セクター間の協力関係・相互支持関係

が存在することが経験的な観察によりわかっていたこと、国家の歴史に関連した法シス

テムの形態や国家機能の分権化の程度などによっても影響を受けること、国内において

も中央レベルか地方レベルかによってサービスや機能が異なること等により、ＮＰＯと

行政の関係が非常に複雑であることなどから、競合パラダイムではとらえられない現実

が存在することが明らかにされてきた。 

 

第２節 パートナーシップ・パラダイム 



 

競合パラダイムのこうした難点を踏まえ、福祉国家とＮＰＯの関係を積極的に解したも

のが、パートナーシップ・パラダイムである。 

 
第１項 機能による類型化 

 

サラモンらは、国際比較調査の結果、「二つのセクターの間には、ある種の緊張は当然

存在するものの、不可避的に対立するものであるという仮説や両者の協調的関係よりも

対立的要素を重視するような考えは、重要な社会的可能性を失わしめることになりかね

ない*47 」と主張した。 

そして、「非営利セクターと国家との間に有意義な協調的関係を確立するための広範な

努力が必要である*48 」としてパートナーシップパラダイムを提起した。 

このようなパートナーシップ・パラダイムを競合パラダイムの違いを容易に理解できる

枠組としてギドロン、クレーマー、サラモンがＮＰＯ－政府間関係の類型化を試みたも

のに解説を加えたものが表１である。ここでは、「財源調達」と「サービス供給」の二

つの機能に分け、それぞれ政府とＮＰＯのどちらが主体となって行うのかという視点か

ら類型化したのもので、大きく分けて次の表のような４つのモデルが作られている*49 。 
                          表１ 政府セクターと民間非営利セクターとの関係        
                   
モデル区  財源調達 サービス供給  
分 内容 政府セ 民間非営利セ 政府セ 民間非営利セクター  
  クター クター クター   
政府支配 政府が財源調達と  ◎  ◎   
モデル（福 サービス供給の両  徴税シ  政府職   
祉国家モ 面で支配的な役割  ステム  員   
デル） を果たす場合       
並行モデ 政府と民間非営利 「補充」型 ○ ○ ○ ○政府が供給するのと  
ル セクターの両者 民間非営利セクターが    同様のサービスを政府  
 が、財源調達とサ 政府により供給される    によっては供給されな  
 ービス供給の両方 サービスを補充する場    いクライアントに対し  
 にかかわる場合 合    て供給  
  「補完」型 ○ ○ ○ ○政府が供給するサー  
  民間非営利セクターが    ビスでは満たされない  
  政府により供給される    ニーズを満たすため異  
  サービスを補完する場    なる質のサービスを提  
  合    供  
協同モデ 政府と民間非営利 エージェント型 ○  ○ ○  
ル セクターの一方が 政府がプログラム管理   プログ エージェント  
 財源調達を行い、 を行い、ＮＰＯは単に   ラム管   
 他方がサービスを 政府のエージェントと   理   



 供給する場合 して機能し、裁量を持      
  たない場合      
  パートナーシップ型 ○  ○ ○  
  ＮＰＯが政府のパート    パートナー  
  ナーとして、プログラ    プログラム管理等に裁  
  ムの管理や政治過程に    量大  
  おいてかなりの裁量を      
  有する場合      
民間非営 民間非営利セクタ   ◎  ◎  
利セクタ ーにおいて独占的       
ー支配モ に財源調達とサー       
デル ビス供給が行われ       
 る場合       
（出典）初谷(2001) Gidron,Kramer and Salamon(1992)pp16-20、藤田(1998)242-243pをもとに初谷が作成*
50  

 
第２項 類型化されたモデルの比較 

 

政府支配モデルでは、「財源の調達は徴税システムを用い、サービスの供給は政府職員

を用いる。従来の福祉国家モデルがこれに相当する」。 

民間非営利セクター支配モデルは、財源調達・サービス供給共に民間非営利セクターが

行う。「サービス供給における政府の主導性がイデオロギー的に退けられるケースであ

り、サービスに対するニーズが未だ公的に広く認められていない場合に成立しやすい」。 

並行モデルは、二つにわけられ、「第１は民間非営利セクターが政府によって供給され

るサービスを補充(supplement)する場合である。政府が供給するのと基本的には同じ種類

のサービスを、政府によっては供給されないクライアントなどに対して供給を行う。」

「第２は民間非営利セクターが、政府によるサービスを補完(complement)する場合である。

政府の活動によっては満たされないニーズを満たすなど、公的サービスとは異なる質の

サービスの提供などを行う」。 

協同モデルは「政府が財源調達を行い、民間非営利セクターがサービスを供給するとい

う場合」である。「理論的にはその逆もあるが、そのような例はほとんど実在しない。」

これにも二つタイプがあり、「第１は政府がプログラム管理を行い、ＮＰＯは単に政府

のエージェントとして機能するだけで、裁量もバーゲニング・パワーもほとんど持って

いないケース（エージェント型）である。第２はこれと反対に、ＮＰＯが政府のパート

ナーとして、プログラムの管理や政治過程においてかなりの裁量を有しており、プログ

ラムの発展に貢献するケース（パートナーシップ型）である。」 

競合パラダイムにおいては、ＮＰＯの存在は「市場の失敗」と「政府の失敗」から説明

されてきたがパートナーシップ・パラダイムにおける並行モデル、協同モデルといった

類型では理論的な説明ができなくなってしまう。そこで、サラモンは新たに提起したの



が、「ボランタリーの失敗」理論で、政府はボランタリーセクターの失敗を補完すると

いう発想の転換である。 

こうした類型化により、競合パラダイムにおいては政府支配モデルかＮＰＯ支配モデル

しかなかったことに対して、パートナーシップ・パラダイムでは、並行モデル・協同モ

デルといったより現実的な想定が可能となった*51 。 

 
第３項 政策過程の各段階におけるＮＰＯ－政府間関係の諸次元 

 

田中は、これらサラモンの議論に加え、「相互依存の諸次元」という形で行政とＮＰＯ

の相互関係の次元を区分したサイデルの議論を紹介する*52 。サイデルは政府とＮＰＯ

の関係を「資源交換の次元」「政治的次元」「行政的次元」の三次元からなる相互依存

の関係であるとし、これらは次の表のようになる。 

                      表２ 政府とＮＰＯの関係の３つの次元                       
資源交換の次元 政府からＮＰＯへ提供→政府予算による委託費用や補助金  
 ＮＰＯから政府へ提供→プログラム供給能力  
 両者で交換     →人員、専門技術・情報、正当性  

政治的次元 政策過程の全ての段階で両者間で取引や交渉が行われる。  

行政的次元 日常業務において現れ、管理、効率性・能率の問題と関係する。  
 資源の調達、委託、報告、評価などの過程が構成要素  

                                                            田中(1999b)の記述をもとに筆者作成 

図１  行政－ＮＰＯとの間のパートナーシップ関係の諸次元・出典:田中が作成｡田中(1999b) 

  

 そして、この政治的次元と行政的次元における行政とＮＰＯの関係を図式化すると次

のようになる。この図は、ＮＰＯの代表機能とサービス提供機能という２種類の機能、

および政策過程の段階とがどう結びついているかを示す。これまでに述べた役割分担に

基づくパートナーシップやサイデルの示す資源交換の次元は①、政治的次元が②、行政

的次元が③で表される。 

この議論でサイデルは、政府とＮＰＯの相互関係の新たな次元とそこでの行政の新たな

役割を論じており、パートナーシップ・パラダイムにおける福祉国家とＮＰＯのとらえ

方にも修正が必要となってくる。田中の議論は次のように要約される*53 。 

まず、パートナーシップ・パラダイムにおいては、行政の役割は主としてＮＰＯに対す

る資金援助であり、政策を行政が作成し、それが予算化されるとＮＰＯが資金援助を受

けてサービスを提供する。つまり、上図でいうところの①しか想定されていない。そこ

で、③の関係となる行政次元が重要となってくる。 

次に、政策実施段階において、その活動を行うために必要とされる具体的内容、例えば、



資源の具体的配分、委託活動の内容、コントロールの方法、活動の報告の仕方評価指標

などを明確にしていく決定などといった③の関係は、これまでの議論では１方向にしか

存在せず、相互作用となっていない。つまり、サービスを提供するＮＰＯにそうした決

定を行う裁量が完全に与えられているか、または、委託を行う行政側でサービスに関す

るあらゆる内容を決定してから、ＮＰＯが代理人として活動だけを行うかのどちらの想

定がなされていたことになる。 

そこで、政府とＮＰＯという異なるセクターの間で、その目的を一致させるべく交渉が

行われ実施活動が営まれることになるが「こうした相互交渉によって、セクター間のコ

ミュニケーションの円滑化と目的の一致を図ることが、行政の「政策管理機能」として

注目されることになる」。ここでいう「政策管理機能」とは「政策を具体的に解釈して

その実施に必要な基準や規則を定め、実施担当諸組織の活動を統制する機能」をいう。 

その結果、従来サービス提供を内部の組織によって行われていたとき以上に、行政が複

雑で重要な役割を担うことになる。したがって、委託などの方法をとって、ＮＰＯにサ

ービス提供活動を委ねることになっても、行政の役割は一方的に縮小するのではなく「政

策管理機能」という別の形でより熟練した技術が求められることになる。 

 

これらの理論をもとに、次章において、国内におけるＮＰＯ施策の現状を確認する。 



第３章 日本における自治体とＮＰＯのパートナーシップの実際 

 

第１節 自治体のＮＰＯ施策 

 

各自治体においては、国よりも先んじて具体的なＮＰＯとのパートナーシップを確立す

べく様々な施策を展開している。「シーズ＝市民活動を支える制度をつくる会」の運用

する「ＮＰＯＷＥＢ」*54 では、ＮＰＯに関する基礎知識としてＮＰＯと自治体の関係

について随時調査しており、以下のとおり示している。 

 
第１項 自治体のＮＰＯ支援メニュー 

 

各自治体では、阪神・淡路大震災以降、とりわけＮＰＯ法成立以降、ＮＰＯへの支援、

協働の施策が大きな政策課題となっており、様々な工夫により、次のような施策を展開

している*55 。 

 
１ ＮＰＯ支援条例 

市民活動や社会貢献活動を支援したり、行政との協働の手続きを定めたりする条例の策

定。岩手県、兵庫県、青森県、宮城県、仙台市などが制定している。 

 
２ ＮＰＯ支援センター 

ＮＰＯの活動の場や印刷機などの設備を提供する施設で、神奈川県、滋賀県、東京都、

三重県、鎌倉市、広島市、草津市、宝塚市、海老名市、横須賀市などが設置している。 

 
３ 指針や基本方針 

条例ではないが、基本方針・指針を策定している例がある。福島県、群馬県、新潟県、

大阪府、奈良県、鳥取県、佐賀県などは、ボランティア活動等支援基本方針を策定して

いる。 

 
４ 総合的窓口の設置 

ＮＰＯ法により、ＮＰＯ法の施行手続きに関するＮＰＯ条例の策定が都道府県に義務づ

けられ、ＮＰＯ法に関するＮＰＯ法人設立事務を担当する必要があることもあり、全て

の都道府県がＮＰＯの担当窓口を設置している。市町村では、横浜市、市川市、箕面市

などが総合的窓口を設置している。 

 
５ 研修・人材育成 



ＮＰＯスタッフのための研修講座、一般市民向けのＮＰＯ紹介講座などの開催を行って

いる。 

 
６ 基金の設置 

高知県や那覇市は活動支援のための基金（公益信託）の設置している。また、神奈川県

が公益を目的とする事業に自主的に取り組むボランタリー団体等の活動を推進するため

「かながわボランタリー活動推進基金２１」を設立した。 

 
７ 事業委託 

ＮＰＯ支援策というわけではないが、協働領域を増やすため積極的にＮＰＯへの委託事

業を検討している自治体が増加している。箕面市、横浜市、鎌倉市、東京都などが実施

している。 

 
８ 補助金の見直し 

ＮＰＯへの補助金を見直すことで効率的でニーズにあった補助金交付を行おうとする自

治体も出てきている。我孫子市がいち早く取り組み、四日市市、柏市、杉並区などが検

討を始めている。 

 
９ その他 

その他、場所や物品、機材の提供、情報提供、行政の広報紙などによる広報、人的協力、

表彰・顕彰、公共料金の利用料の割引や優先利用などのメニューもある。 

 
第２項 ＮＰＯ条例 

 

いわゆる「ＮＰＯ条例」は、その内容から大きくわけて、次の３種類に分類できる*56 。 

一つは、ＮＰＯ法の施行手続きを決めたもので「施行条例」とか「手続条例」とか呼ば

れるものである。もう一つは、各自治体の全般的なＮＰＯ政策を定めたもので、「支援

条例」と呼んでいる。この支援条例の中には、ＮＰＯサポートセンターやＮＰＯ支援基

金などの設置条例など「個別施策条例」もある。三番目は、特に具体的な支援策などを

定めず、ＮＰＯと自治体の関係の重要性などを宣言したり、理念として述べたりする「理

念条例」「宣言」「基本条例」といわれるものである。 

このうちＮＰＯ法の「施行条例」に関しては、ＮＰＯ法が施行された１９９８年１２月

までにすべての都道府県で制定されている。  

一方、「支援条例」に関しては、次の自治体が制定している。  

 



岩手県 「社会貢献活動の支援に関する条例」（９８年３月）  

青森県 「青森県ボランティア活動等の環境整備に関する条例 」（９８年１０月）  
宮城県 「宮城県の民間非営利活動を促進するための条例」（９８年１２月）  

兵庫県 「県民ボランタリー活動の促進等に関する条例」（９８年１２月）  
高知県 「高知県社会貢献活動推進支援条例」（９９年４月）  
長崎県 「県民ボランティア活動の促進に関する条例」(２０００年３月) 

福井県 「福井県県民社会貢献活動支援条例」(２０００年７月) 
北海道 「北海道市民活動促進条例」(２００１年３月) 
岡山県 「岡山県社会貢献活動の支援に関する条例」（２００１年３月） 

板橋区 「板橋区ボランティア活動推進条例」（９７年３月）  
仙台市 「仙台市市民公益活動の促進に関する条例」（９９年４月）  

箕面市 「箕面市の市民活動支援条例」（９９年６月）  

横須賀市「横須賀市市民協働推進条例」(２００１年３月) 
犬山市 「市民活動支援に関する条例」(２００１年３月) 
宮崎市 「宮崎市市民活動推進条例」(２００１年４月) 

 

その他、条例の形まではいっていないが、横浜市が９９年３月に「横浜市における市民

活動との協働に関する基本方針（横浜コード）」を発表している。  

「個別施策条例」についていえば、かながわ県民活動サポートセンターの設置条例など

がある。ただし、支援条例において、兵庫県の「 県民ボランタリー活動の促進等に関す

る条例」はＮＰＯ法の施行条例を組み合わせたものであり、仙台市の「仙台市市民公益

活動の促進に関する条例」は、仙台市市民公益活動サポートセンターの設置条例とセッ

トになっていて、完全に分離されているわけでもない。理念条例では、ＮＰＯ条例とい

う形をとらなかったが、ＮＰＯと自治体のパートナーシップなどの「宣言」や「理念」

を表明することとした自治体もある。（例えば三重県）。  

また、宮城県のように、ＮＰＯ法人に対する県税の課税免除を定めた条例もある。 

 

 
                  表３ 自治体ＮＰＯ条例等の一覧（２００１年８月３日現在）*57   
                  
都道府県 市区町村                               条例名（制定日付）                                
北海道            「北海道市民活動促進条例」(2001/03/31)                                         
                   「北海道のＮＰＯの活動促進のあり方に関する提言」(2000/03)                      
         札幌市    「札幌市における市民活動促進のあり方についての提言」(2001/01)                  
                   「札幌市市民活動プラザ要綱」(2000/03)                                          
         ニセコ町  「ニセコ町まちづくり基本条例」(2001/04)                                        
青森県            「青森県ボランティア活動等の環境整備に関する条例」(1998/10)                    
                   「青森県ボランティア活動環境整備基本方針-共生への道」(1998/03)                 



         弘前市    「弘前市民参画センター条例」                                                   
岩手県            「社会貢献活動の支援に関する条例(1998/03)                                      
                   「社会貢献活動の支援に関する指針(1999/03)                                      
山形県            「県民参加・交流型社会に向けての提言」(2000/10/02)                             
宮城県            「宮城県の民間非営利活動を促進するための条例」(1999/04)                        
                   「宮城県民間非営利活動促進基本計画」                                           
                   「宮城県民間非営利活動拠点施設条例」                                           
                   「ＮＰＯ推進事業発注ガイドライン」(2001.04)                                    
                   「特定非営利活動法人に対する県税の課税免除に関する条例」(2001/07)              
         仙台市    「仙台市市民公益活動の促進に関する条例」(1999/04/01)                           
                   「市民公益活動支援のための基本指針」（2000/10/11）                             
                   「仙台市の市民活動支援策に関する提言」（2000/10/02）                           
         古川市    「古川ＮＰＯ支援センタ－運営委員会規約」（2000/12/06）                         
福島県            「ボランティア支援方策について」(1997/03)                                      
群馬県            「ボランティア・ＮＰＯぐんま委員会報告書」(1999/11/11)                         
         太田市    「太田市ＮＰＯ（ボランティア）活動促進委員会報告書」(2000/10/25)               
茨城県                                                                                          
         石岡市    「まちかど情報センター管理委託業務仕様書」                                     
                   「まちづくり市民会議運営規約」(2000/10)                                        
千葉県            「ボランティア等社会活動促進指針」(2000/03)                                    
         千葉市    「市民公益活動の促進に関する基本指針」（2001/03）                              
         市川市    「ボランティア・市民活動推進懇話会報告書」（2000/03/15）                       
                   「ボランティア・市民活動検討委員会報告書」（2000/10/05）                       
         八千代市  「八千代市市民参加推進指針」（2000/120/05）                                    
         我孫子市  「我孫子市市民公益活動・市民事業支援指針」（2000/12/03）                       
埼玉県            「ボランティア行政推進方針」(1998/03)                                          
                   「ＮＰＯ活動の促進に関する行政方針～ＮＰＯとのパ－トナーシップの構築に向けて   
                   ～」(2001/03)                                                                  
         川口市    「川口ボランティアサポートステーション管理規則」（2000/12/06）                 
                   「川口ボランティアサポートステーション設置及び管理条例」(2000/12/06)           
         蓮田市    「市民活動を地域で支える環境づくり懇話会設置要綱」（2000/12/07）               
東京都            「東京都ボランティア・ＮＰＯとの協働に関する検討委員会報告」                   
                   「協働の推進指針」策定への提言（2000/12/08）                                   
                   「東京都知的障害者生活寮運営要綱」(2001/01)                                    
         杉並区                                                                                  
         板橋区    「板橋区ボランティア活動推進条例」                                             
                   「板橋区ボランティア活動推進協議会報告書」(1999/03)                            
         多摩市    「多摩市非営利団体との協働に関する基本指針」（2000/11/02）                     
                   「ＮＰＯ支援センタ運営検討委員会FINAL REPORT」（2000/12/01）                   
神奈川県          「神奈川県立かながわ県民活動サポートセンター条例」                             
         横浜市    「横浜市市民活動推進検討委員会最終報告」                                       
                   「横浜市市民活動推進条例」(2000/03)                                            
                   「横浜市における市民活動との協働に関する基本方針」                             
         川崎市    「ボランティア条例の可能性」(1996/03)                                          
         海老名市  「海老名市立えびな市民活動サポートセンター条例」                               



         鎌倉市    「鎌倉市市民活動センターの設置及び管理に関する条例」(1998/03/30)               
                   ｢鎌倉市市民活動センターの設置及び管理に関する条例施行規則｣(1998/03/30)         
         横須賀市  「市民活動促進指針」（1999/02/17）                                             
                   「横須賀市市民協働推進条例」(2001/03)                                          
                   「市民活動サポートセンター条例」                                               
                   「市民活動サポートセンター条例施行規則(1999/10)                                
         藤沢市    「藤沢市市民活動推進委員会議事録」(2001/03)                                    
                   「藤沢市市民活動団体実態報告書」(2001/03)                                      
         平塚市    「平塚市市民活動推進の施策」(1999/03/30)                                       
                   「市民活動条例検討委員会議事録」                                               

 
         大和市    大和市ＮＰＯ法人支援パイロット事業に関する基本要綱（2000/11）                  
                   大和市保健及び福祉事業に関するＮＰＯ法人支援パイロット事業実施要綱（2000/11）  
山梨県            「県民ボランティア運動推進に為の指針」（1999/11)                               
                   「山梨県ふるさとづくり基金条例」（1990/03）                                    
                   「山梨県緊急地域雇用特別基金条例」(1999/10)                                    
                   「県民ボランティア運動推進に為の実施計画」（2000/04)                           
福井県            「ＮＰＯ活動支援条例検討懇談会」                                               
                   「県民社会貢献支援条例のあらまし」                                             
                   「福井県県民社会貢献活動支援条例」(2000/07)                                    
                   「福井県県民社会貢献活動支援基本計画」                                         
                   「福井県県民社会貢献活動支援基本計画に関する提言」                             
                   「福井県県民社会貢献活動推進協議会」報告書（2000/12/07）                       
         鯖江市    「鯖江市民活動交流センター設置条例」(1999/04)                                  
石川県            「ＮＰＯ活動の促進に関する基本指針」(2000/08)                                  
                   「ＮＰＯ活動支援センター設置要綱」(2001/03)                                    
         金沢市    「まちづくり条例」(2000/12/06)                                                 
新潟県            「ＮＰＯの活動環境整備に関する指針」(2001/03)                                  
山梨県            「県民ボランティア運動推進のための指針」(1999/03)                              
静岡県            「ＮＰＯ活動に関する基本指針」(2000/02)                                        
                   「ＮＰＯ」って何？                                                             
愛知県            「民間非営利活動促進のあり方に関する提言」(2000/11/03)                         
         豊橋市    「豊橋市ボランティア情報センター設置要綱」(1999/04)                            
         犬山市    「市民活動支援に関する条例」(2001/03)                                          
         大口町    「大口町ＮＰＯ活動促進条例」（2000/04/01）                                     
岐阜県            「ＮＰＯ施策のあり方について(1999/10)                                          
三重県            「みえ県民交流センター条例」                                                   
         津市      「津市市民活動センター利用の決まり」(2001/04)                                  
                   「津市市民活動センター運営委員会会則」(2001/02)                                
滋賀県            「県民の社会貢献活動促進の為の基本的な考え方」(1999/07)                        
                   「（財）淡海文化振興財団寄付行為」                                             
京都府            「社会貢献活動の促進に関する提言」(2000/12)                                    
                   「社会貢献活動カの促進に関する基本指針」                                       
         京都市    ｢京都市ボランティア活動総合支援センターの基本構想について｣(2000/10/01)         
                   「ボランティア活動推進のための基本方針」                                       



大阪府            「ＮＰＯ活動活性化に向けての提言」(1999/12)                                    
                   「大阪ＮＰＯ活動活性化指針」(2000/04)                                          
         箕面市    「箕面市の市民活動支援条例」                                                   
                   「箕面市非営利公益市民活動促進条例」                                           
                   「みのお市民社会ビジョン２１－自治体とＮＰＯの新しい協働のありかた－」         
                   (2000/11)                                                                     
         池田市    「市民公益活動促進に関する提言」(2000/10)                                      
         和泉市    「市民のボランティア活動支援のための提言(2000/09/12)                           
         堺市      「市民活動活性化(促進)に関する提言」(2001/03)                                  
奈良県            「ボランティア等社会参加活動推進のための基本指針」(1994/03)                    
和歌山県          和歌山県ボランティア等社会貢献活動促進基本方針（仮称）策定への提案(1998/03)    
兵庫県            「県民ボランタリー活動の促進のための施策の推進に関する基本方針（2000/11）      
                   「県民ボランタリー活動の促進に関する条例」(1998/12)                            
                   「基本指針の審議の概要」                                                       
岡山県            「岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動の促進に関する基本指針」(2000/10)              
                   「岡山県社会貢献活動の支援に関する条例」                                       
                   「特定非営利活動法人に係わる県税の特例に関する条例」(2001.04)                  
         岡山市    「岡山市協働のまちづくり条例」                                                 
広島県            「広島県社会貢献活動の支援に関する基本方針」(2000/03)                          
鳥取県            「ボランティア等社会参加活動推進指針」(1997/08)                                
島根県            「ボランティア等社会参加活動推進のための基本指針」(1999/05)                    
山口県            「やまぐち県民活動支援センター要項」(2000/11/10)                               
                   「県民活動団体との協同に関するガイドブック」                                   
                   「県民活動の活性化に関する報告書」                                             
         岩国市    「岩国市市民活動支援センター」                                                 
         山口市    「山口市市民活動推進研究会」                                                   
高知県            「高知県社会貢献活動推進支援条例」(1999/04)                                    
                   「高知県社会貢献活動支援推進計画」(1999/03)                                    
         高知市    「高知市市民活動サポートセンター条例」(1999/04)                                

 
香川県            「香川におけるボランティア活動促進指針」(2000/03)                              
         高松市    「市民活動が拓く21世紀のまちづくり」(2000/12/11)                               
                   「21世紀高松市参加協働型社会への指針」(2001/02)                                
                   「市民活動団体と行政との協働に関する基本指針・基本計画」(2001/03)              
愛媛県            「愛媛ボランティア活動振興指針」(1998/10)                                      
                   「県民による地域社会づくり推進懇談会報告書」(2000/11/08)                       
福岡県            「ボランティア活動推進のための基本指針」(2000/03)                              
         久留米市  「久留米市ボランティア活動促進検討委員会答申書」(2000/11/02)                   
                   「久留米市ボランティア情報センター設置要綱」(2000/12/06)                       
佐賀県                                                                                          
         佐賀市    「佐賀市ボランティア活動等支援事業基本方針策定委員会設置要項」(2000/05)        
                   「市民活動と共に歩む佐賀市の基本方針」(2001/03)                                
長崎県            「県民ボランティア活動支援センター条例」(2000/03)                              
                   「県民ボランティア活動の促進に関する条例」(2000/03)                            
                   「長崎県政策創造会議・政策協働部会提言書」(2001/02)                            



熊本県            「熊本県社会参加活動推進基本方針」(1999/03)                                    
大分県            「ボランティア活動支援のための基本指針」(1998/03)                              
宮崎県            「ボランティア活動基本指針」(1997/)                                            
         宮崎市    「宮崎市市民活動推進条例」(2001/04)                                            
                   「宮崎市ボランティア活動支援基本方針」                                         
沖縄県                                                                                          
         那覇市    「那覇市ＮＰＯ活動支援センター条例」                                           

出典：シーズ＝市民活動を支える制度をつくる会調査 

 
第３項 ＮＰＯ支援センター 

 

自治体のＮＰＯ支援センター*58 としては、神奈川県のかながわ県民活動サポートセン

ター（９６年４月）が先導的な事例となっている。  

地域の支援センターは、その設立の経緯から、  

１．民間主導で新たに作られたもの、  

２．行政主導で新たにつくられたもの、  
３．社会福祉協議会のボランティアセンターなどを組織替えしてつくったもの、 

の3つのタイプに分類できる。このうち３のボランティアセンターなどを組織替えして作

ったものとしては、東京ボランティア・市民活動センターがある。  

また、行政主導でつくられた支援センターも、官設官営のものと官設民営のものの２つ

のタイプがあり、官設民営のタイプでは、ＮＰＯに業務を委託するケースが増えてきて

いる。  

官設官営には、札幌市、神奈川県、広島市などがあり、官設民営では、仙台市、鎌倉市、

宮崎市などがある。官設民営の場合は、ＮＰＯに事業を委託する場合（仙台市など）と、

センター設立と一緒に、それの委託先となるＮＰＯを自治体が呼びかけてつくる場合（鎌

倉市）がある。  

 

第２節 ＮＰＯ法施行以後 

 

ＮＰＯ法施行前後の自治体のＮＰＯ政策は、大きな違いがみられる*59 。  

第一は、それまでのボランティア振興策とは違ったＮＰＯ政策が検討され始めたことで

ある。「ボランティア」というのは無報酬で自発的に活動する「個人」を指し、ＮＰＯ

というのは、民間非営利で活動する「団体」を指す。たとえば、行政の事業を見直して

業務をＮＰＯに委託するということは可能であるが、個人であるボランティアへの委託

は事実上不可能である。ＮＰＯというのは、行政と同じように社会サービスの供給事業

体であり、行政とは違う独立した存在であるという認識の下に政策が検討され始めたと

いうことになる。  



第二は、分野を越えたＮＰＯ政策が検討され始めたことである。それまでは、福祉なら

福祉局、リサイクルなら環境局という形で、特定分野の事業政策とリンクしていた。し

かし、ＮＰＯ法の議論は、分野を限定できない横につながるＮＰＯ像を行政の前に示し

たことから、行政としては何らかの方法で縦割りではない仕組みを採用せざるを得なく

なり自治体の中に、庁内の連絡組織が作られるか、ＮＰＯを一括して取り扱う組織が設

置された。 

第三に、ＮＰＯ政策の検討について、都道府県がリーダーシップを発揮する形で行われ

ていることである。ＮＰＯ法は、ＮＰＯ法人の所轄庁を都道府県の知事又は総務大臣（公

布時は経済企画庁長官）としたことから、特に都道府県ではＮＰＯ法やＮＰＯ自体を理

解する必要性に迫られ、多くの都道府県でＮＰＯに関する委員会や研究会が持たれたこ

とが原因であると思われる。 

 
第１項 自治体におけるＮＰＯ施策の検討 

  

第５回東京都ボランティア・ＮＰＯとの協働に関する検討委員会議事要旨において松原

明委員*60 は、これまでの自治体のＮＰＯ政策を「どちらもＮＰＯとの関係について

様々な指針を、提出するが共通に自治体自身の問題には十分触れていない。自治体自身

を変えないでＮＰＯ支援・協働ができると考えることは間違い*61 」であるとして、次

のように批判している。 

 
①ＮＰＯの機能や多様性、社会に果たす役割や価値などをよく理解せず支援に乗り出す 
 ＮＰＯの多様性・多元性に対する理解がないことから、多様なＮＰＯに対して一律に支援策や協

働の方針を考えようとする。自治体の側から、なぜＮＰＯを支援するのか、どんなＮＰＯと協働す

るのかなどについて明確な方針を定める必要がある。 
 また、ＮＰＯは特定の目的を優先する団体である。（委託するときなど）自治体の中には、ＮＰ

Ｏを企業などと同様に扱えると考えるところもあるが、この目的性を尊重しないと自治体とＮＰＯ

の協働といってもお互いに摩擦ばかりが生まれる。 
②自治体とＮＰＯ との関係の捉え方が不十分 
 自治体とＮＰＯ とは、同じ公共サービスを行う者同士、協力できる場面、助け合う場面、同時
に対立・競合する場面、そして、無関係の場合も少なくない。競合する面でいえば、自治体のＮＰ

Ｏ サポートセンターは、民間のＮＰＯ によるサポートセンターのサービスの圧迫につながる。 
③自治体のサービスも多様化が必要 
 ＮＰＯ提案を一部採用することで、自治体サービスの内容見直しや多様化が可能なものも多い。 
④ＮＰＯの支援には、補助金や助成金などＮＰＯに新たな経営資源の提供が必要だと考えて

いる 
 確かに支援も必要だが、情報や委託事業、政策立案などを広くオープンする方がより重要。また、

同時に参加するチャネルを確保する必要がある。 



⑤ＮＰＯを特別視する 
 たとえば、ＮＰＯとの協働や支援の条例で、ＮＰＯに事業委託した場合は事業内容・成果の情報

公開や透明性を確保するなどという条項を入れる自治体がある。このような「ＮＰＯだから」行政

からの委託事業を受けた場合に情報公開が必要だといった不公平があってはならない。行政は､委

託事業などの透明性を一般的に高め、また、介護保険のようにそれぞれが公正競争できる条件整備

をすべきである。 
⑥ＮＰＯとパートナーシップを組むことで、自治体の責任が回避できるような姿勢が目につ

く 
 ＮＰＯとの協働・委託などでは透明性を高めようとするが、企業などとの関係では透明性を確保

しないで良いと考えるのであれば、これは行政のＮＰＯを使った責任回避（放棄）である。 

 
第２項 理論的アプローチとの比較 

 

これまでの自治体ＮＰＯ施策を、前章の理論的アプローチをモデルとして概観すると、

先進的な事例以外は、未だ競合パラダイムといった視点を脱することができずにいると

いうのが現実である。前項、松原氏の批判の視点はパートナーシップパラダイムにあり、

より必要となる公共サービスのあり方はどのように提供されるべきなのかを視野に入れ

ていると思われる。 

 

現状ではこのように展開されている我が国の自治体とＮＰＯのパートナーシップである

が、次章において、理論的アプローチで見た「行政的次元の相互依存」を模索する試み

の例としてイギリスにおけるコンパクトの概要を報告する。 



第４章 イギリスにおける「コンパクト」 

 

１９９８年１１月、イギリス政府とボランタリーセクターとの間に締結された「コンパ

クト(Compact)*62 」は、いわば「行政の補助金を支出する際の協定書*63 」であると

いわれている。これは、法的拘束力を持つものではないが、政府とボランタリーセクタ

ーの役割分担を定義し、それを促進するために両者の約束事を列記している。また、こ

の文書ではボランタリーセクターは民主主義の発展に不可欠なものであるとする内容を

基礎としており、ボランタリーセクターからの評価も高い。 

 

第１節 コンパクトにいたるイギリスのボランタリーセクターの歴史 

 

イギリスでは、政府による貧民保護が薄かったこともあり、ヨーロッパ各国同様、宗教

を通じて行われる貧困救済や弱者救済など、古くから市民によるチャリティ（慈善救済）

活動が盛んであった。２０世紀になると、これらの活動は、政府により包括的に行われ

るようになり、社会福祉制度の改革を求める運動に合流し、戦後の「福祉国家」へと発

展していった。 

第２次大戦直後からの政府による公的サービスの急成長により、ボランタリー団体の役

割は、政府の福祉施策と重複しない分野における相互扶助、政府に福祉政策充実を訴え

るなどにとどまっていた。そうしたボランタリー団体が再び注目されるようになるのは、

１９７９年以降のサッチャ－政権下による徹底的な「民営化」が展開してからである。  

 
第１項 イギリスのチャリティ制度とボランタリーセクター 

 

チャリティ(charity)とは、イギリスで民間公益法人活動を指す用語である。イギリスでは、

１９６０年に制定されたチャリティ法(Charities Act)*64 に基づき、団体の活動目的が①

貧困の救済、②宗教の振興、③教育の振興、④およびそれ以外の公益であると認められ

るとチャリティという公的資格を得られる*65 。チャリティの登録審査は、チャリティ

委員会（The Charity Comission)によって行われ、申請が認められると税制上の優遇措置

を受ける代わりに会計報告の責任などの監督を受ける。チャリティ委員会は内務省の管

轄下におかれているが、独立した機関として存在している。各省庁との政治的思惑から

は離れて認定が行われている点は、我が国の財団法人等公益法人の認定が関係省庁に任

され、認定基準があまり明確でないことからすると対照的な制度となっている。 

このチャリティ制度は、いわゆるボランタリーセクターに相当するとはいうことはでき

ない。チャリティの認定はとっているものの、必ずしも公益的な活動を行っていない団

体が含まれているからである。 



例えば、チャリティの資格を得ているものに、いわゆるパブリック・スクールがある。

これらは私立の初等～中等教育の学校だが、ほとんどは高い学費で経営され、特権階級

を世に送るための教育機関として機能していることから、チャリティとして税制上の特

典を受けることに反対も少なくない。また、現代では公益的とされてもおかしくはない

アドボカシーを専門とすることから、国際的な人権擁護団体であるアムネスティはチャ

リティの資格を持っていない。 

このような点から、非営利セクターに該当するのは、イギリスでは一般に「ボランタリ

ーセクター(Voluntary Sector)*66 」と呼ばれている。このセクターに含まれるボランタ

リー団体(Voluntary Organization)にはチャリティ資格のある団体もそうでない団体も存在

することになる。 

 
第２項 「契約」によるイギリス政府とボランタリーセクターとの関係 

 

１９７９年に誕生したサッチャー政権及びその後の保守党政権は、それまでの福祉国家

政策がもたらしたとされる経済・社会の停滞を立て直すため、行政のスリム化・公共事

業の民営化を推進した。この中で、従来地方自治体により供給されていた社会サービス

についても民間活力の導入が積極的に行われるようになった。 

政府はボランタリーセクターの社会サービス供給機能に注目した。従来は、政府からボ

ランタリ－セクタ－へ「助成金」の形で行われていた支援は、 ボランタリー団体が政府

との委託契約により市民にサ－ビスを提供し、その見返りとして対価や助成金を取得す

るというにシステムに切り替わった。これは、政府の立場から見れば、サービス供給者

から購入者に変わる「サービス購入契約システム」となった。 

これにより、ボランタリーセクターは資金援助に見合った高いサービスの質を期待され

たため、専門性の高度化・新たな活躍の場の確保など、社会的役割と地位の向上を得る

ことができ、新しい発展の可能性が開けるものとなった。 

 

第２節 ブレア政権とコンパクト 

 

これまでのボランタリーセクターは、伝統的に政府から独立して活動し、柔軟に市民の

ニーズに対応することが可能であった。ところが、サッチャー政権以降の「契約文化(Co

ntract Culture)」と呼ばれる風土においては、上述の通り、ボランタリーセクターの社会

的役割と地位の向上を得ることができたが、その一方で資金提供する政府の強い監督下

に置かれることになり、政府との関係が「契約」で縛られることから、ボランタリー団

体としての独立性、自立性の確保に関連して次のような問題が生じることなった。 

 



①対立的な立場をとらなければならない場合、政府と契約の関係にあると、あからさまに政

府を批判するのはむずかしい。 

②大規模で専門性が高い組織が政府との契約を勝ち取る力を持つことから、財政も安定、組

織も強化されるが、草の根の小さな団体の場合は、政府からの資金へのアクセスが絶たれて

しまう。 

 

このような変化に対して、ボランタリーセクターはその独立性と政策への影響力を取り

戻すことを目的に、政府・野党と交渉を行った。 

また、１９９７年５月に成立したブレア労働党政権も、政府とボランタリーセクターの

パートナーシップについては保守党政権に引き続き重視した。新政権発足と同時に内務

省に「ボランタリー／コミュニティー室（the Voluntary and Community Unit）」を設置

すると共に、地方自治体改革の方向性の一つに、住民やＮＰＯの参画を位置づけた。 

 
第１項 コンパクトの成立 

 

このような状況から、政府とボランタリーセクター*67 との「コンパクト(compact：協

約）」が１９９８年１１月発表された。この「コンパクト」は、メージャー政権のディ

ーキン委員会報告書と労働党の政策文書「共に築く未来（Building the Future Together)」

が土台となっている。両文書とも、政府とボランタリーセクターは補完しあう機能と共

通する価値観を持っていると結論付け、相互の理解と関係の発展に向けたコンパクトの

作成が望ましいと述べている。*68  

この「コンパクト」の重要な点は、まず第一に、ボランタリーセクターが健全な市民社

会において非常に重要な役割を果たすものであり、健全かつ独立性を保ったセクターで

あることを明示し、政府とボランタリーセクターは相互に補完し会う役割にあるとして

いる点である。第二に、政府の役割を明示し、ボランタリーセクターの進展のためにイ

ンフラストラクチャー（社会的基盤）を整備することであるとしている点である。第三

に、ボランタリーセクター側の責任についても言及しており、ボランタリーセクターが、

資金提供者あるいは、社会一般、利用者に対して、透明性の高い運営をしなければなら

ないことがうたわれている点である。 

 
第２項 コンパクトの概要 

 

コンパクト*69 は法的な拘束力がなく、まさに覚書である旨がコンパクト自体に記述さ

れている。しかし、政府とボランタリーセクターの役割分担を定義し、それを促進する

為の両者の約束を明示し、コンパクトはあくまで出発点である旨も明記されている。こ



れをもとに、今まで政府が独自で検討をしてきた政策などをボランタリーセクターにも

参画してもらうという意思が読みとれる。 

コンパクトには、前半部分で前項で示した重要事項を原則的に定め、後半部分で政府・

ボランタリーセクターそれぞれに「約束(Undertaking)」が定められている。 

 
第３項 政府セクターの「約束」 

 

政府側の約束として定められているのは以下のとおりで、「独立性」「資金」「政策の

策定と諮問」「よりよい政府」の４つの項目からなっている。これらを明示することに

より、政府側の役割を明確にし、ＮＰＯとの分担すべき部分を示している。 

 
１ 「独立性」 
・政府のボランタリーセクターの独立性に関する認識・支援 
・法の範囲内で認められる権利としてキャンペーンをすること（＝アドボカシー活動などの

肯定） 

・資金関係にかかわらず、政府の政策にコメント・対抗(challenge)すること 
・組織に関する点については自己決定・自己管理すること 

 

これらを明示することにより、政府が各ＮＰＯの独立性を認め、協同していく際にも自

主性・自立性を確保することを「約束」している。 

 
２ 「資金」 
・明確で統一された資金配分基準 
・団体の目的や運営状況にあわせた資金提供方針 

・団体の活動目的・内容に対する評価基準 
・提供資金に関する情報の早期提供・事前諮問 
・長期・複数年度にわたる資金提供 

・団体のインフラストラクチャー（人材・施設など）支援 

 

資金配分基準等を明確化し、事前に情報提供を行うことで、ＮＰＯ側が自主的に資金補

助等に対応しやすいような体制づくりを約束している。また、資金のみならず、人材や

施設などについても支援するとしている。 

 
３ 「政策の策定と諮問」 
・政策の検討・策定段階での各団体の参加 



・各団体が利用者に対し意見徴収の時間を確保する為、時間的余裕を持った諮問 

・女性、少数民族など弱者支援団体の意見の積極的重視 
・団体から提供された情報の秘密性保持 

・政府・ボランタリーセクターが共同で行動規範を作成すること 

 

政策全般について、ＮＰＯとの協議を積極的に進め、特に女性、少数民族などといった

弱者支援の意見を重視していく旨を約束している。 

 
４ 「よりよい政府」 
・政府で一貫した業務関係・アプローチの実施 
・情報の公開 
・コンパクトの定期的見直し 

・他の公的機関によるコンパクト締結の促進 

 

今後コンパクトを進めていく上での留意事項として、政府とボランタリーセクターのよ

い関係を長期的に継続しているための留意事項を示している。 

これらの政府の約束の各項目は、日本において非営利セクター側から行政との協働を行

う際に、一般的にいわれている「協同促進のために自治体が取り組むべき課題」*70 を

ほぼクリアしており、政府側の対応に対する積極性がよくわかる。 

 
第４項 ボランタリーセクター側の「約束」 

 

ボランタリーセクター側の約束は「資金とアカウンタビリティ」「政策の策定と諮問」

「よい実践（Good pratice）」の３つの項目がある。政府側に対する約束と同様に、ボラ

ンタリーセクター側にも担うべき責任を明示している。 

 
１ 「資金とアカウンタビリティ」 
・資金提供者やサービス利用者に対するアカウンタビリティを果たすこと。 
・政治活動等も含め、法を順守し、これに沿った説明・報告をすること。 

 

ボランタリーセクター側の透明性を確保することで、ＮＰＯ以外の一般住民にもひらか

れた関係を確立する必要がある。 

 
２ 「政策の策定と諮問」 
・政府からの諮問に対しては、サービス利用者等の意見を十分に反映させた意見を発表する



こと。 

・政府から提供された情報の秘密を保持すること。 

 

政府側の「ボランタリーセクターに対する誠実性」に応えるよう、サービス利用者から

の情報をボランタリーセクターも充分把握し、また個人情報などの取扱に注意すべきで

あると定めている。 

 
３ 「よい実践（Good practice）」 
・政府等他機関との効果的な業務関係の促進 

・活動内容、運営へのサービス利用者の参加を図ること 
・サービス提供、スタッフ雇用などにおける機会均等 
・コンパクトの定期的な見直し 

 

政府側と同様に、長期的によい関係を継続しているための留意点を定めている。 

 
第５項 コンパクト運用について留意すべき事項 

両者の約束に加え、留意すべき事項として「コミュニティ団体や黒人・少数民族団体に

関する問題」「意見の相違の解決」「コンパクトのさらなる前進へ」の３つの項目が提

示されている。 

 
１ 「コミュニティ団体や黒人・少数民族団体に関する問題」 
・コミュニティ団体は、政府というより地方自治体と関係性が高いが、政府の法制度や規制

などに影響を受けることから、重要視し、具体的行動規範を作成すること。 
・黒人・少数民族団体の参加と支援が政府と同セクターの双方にとって主要か課題となるこ

とを保証する為の枠組を提供すること。 

 
２ 「意見の相違の解決」 
・意見の不一致は両者合意のもとで仲介者の意見を求めることも含めた調停を行うのが合意

に達する為の有効な方法である。コンパクトの枠組を無視した行動によって不手際が起こっ

た場合には、不服申立を議会オンブズマン（Parliamentary Commissioner for Administration）

*71 に提起できる。 

 
３ 「コンパクトのさらなる前進へ」 
・資金・諮問・政策評価・ボランティア活動・コミュニティ団体に関する行動規範を早期に

作成する。 

・黒人・少数民族団体に関する行動規範も別途作成する。 



・コンパクトを有効に機能させるためのプロセスの一環として、政府とボランタリーセクタ

ーの代表が、コンパクトの実施状況確認と再検討のため年に１回会合を開く。この報告書は

国会図書館に整備される。 

・今後、政府は他の公共機関・地方自治体もコンパクトを適用するよう推進する。 

 

いずれの項目にしても、まず政府とボランタリーセクターが協議の場につき、対等な立

場として議論していくためのプロセスを考慮したものとなっている。 

 

第３節 ローカルコンパクト 

 

コンパクトでは、政府とボランタリーセクターの関係だけでなく、自治体等地域とその

地域のボランタリーセクターによるローカルコンパクトの策定を想定している。ローカ

ルコンパクトについて、２０００年７月に発効されたローカルコンパクトガイドライン

（Local Compact Guidelines)をもとにして、すでに３０以上の地域において実施されてお

り、次の掲げた地域のいくつかのものについてはその条文がＮＣＶＯのＷＥＢサイト*72

 に登録されており確認できる。 

Blackburn with Darwen(2001),Bolton(2001),Bournemouth(2000),Calderdale(1999),Camden(2001),
Cotswold(2000),Cumbria(2001),Devon(2000),Dorset(1999),Durham County(2001),Hampshire,Hart
lepool(2001),Hertfordshire(2001),Ipswich(2001),Kensington & Chelsea,Kingston (2000),Lambeth

(2001),Lewisham(2001),Medway(2001),Newcastle(2001),Norfolk(2001),North Tyneside(2000),No
rth Yorkshire & York Health,Reading(2000)*73 ,Richmond(2001),Sandwell(1999),Sheffield(20
00),Stockton-on-Tees(2001),Suffolk(2001),Sunderland,Vale Royal(2001) 

 
第１項 ローカルコンパクトの必要性 

 

ローカルコンパクトの必要性について、ローカルコンパクトガイドラインでは、まず冒

頭に次のように記している。 
・地域社会は、当該自治体と共に活動していくことにより、多くの利益をえることが可能で

ある。 
・組織の目的は、自治体とのパートナーシップを通して、実現される。 

・地域のグループとのパートナーシップをリフレッシュする必要がある。 

・地方公共団体およびボランタリー・コミュニティーセクター間に関係を改善したいと考え

ている。 
・地域における外部的資金供給の機会を利用するために、よりよい地位を確保したい。 

・ボランタリー・コミュニティーグループをベストバリュー(Best Value)*74 や地域計画等
に関連させた形で活動していきたいと考えている。 



つまり、ローカルコンパクトガイドラインは、自治体職員に向けたものというわけでは

なく、ボランタリー・コミュニティーセクターの関係者に対してもその利益を十分に把

握し、各地域ごとでのローカルコンパクト締結をすすめているものであることが理解で

きる。 

また、前文(Foreword)及びガイドラインの地位及び利用(The status and use of the guideli

nes)の中で、このガイドラインは地域のニーズにあわせた形で採用することができるアウ

トラインを提供し、規範的なものではないことを明示している。ローカルコンパクトは

それぞれの地域独自のニーズを勘案して採用されるべきで、検討の段階などローカルコ

ンパクトを開発する過程において、自治体とボランタリー・コミュニティーセクターが

より良好な関係を築きあげることが可能であるとしている。 

 
第２項 ローカルコンパクトの目的 

 

ローカルコンパクトの目的は、自治体およびボランタリー・コミュニティーセクター間

のパートナーシップを確立することによって、業務関係の改善をすることであり、ロー

カルコンパクトとは、ボランタリー・コミュニティーセクターの能力の開発をサポート

する手段を提供することであり、これにより、独立して責任のあるボランタリー・コミ

ュニティー団体は各団体の目的を自治体等の活動目的と合わせ、地域への寄与を高めて

いくことになるとの記述もある。 

このガイドラインは、このローカルコンパクトをスタートさせようとするものなら、誰

が利用してもかまわないとしている。地方公共団体、アンブレラボランタリー組織*75 、

小さい地域社会グループなどの職員や役員等が例にあがっている。 

 
第３項 ローカルコンパクトガイドライン 

 

ガイドラインは、「ローカルコンパクトを作成するための過程の段階」「公表されたド

キュメントの内容に関する段階」「実施段階(例えば、行動要綱を通してなど)」「評価、

再調査段階」の４つの段階を示している。以下、各項目について詳述する。 

 
１ 作成過程(The process for producing a Local Compact) 

ガイドラインでは、コンパクトの性格上、策定過程を大変重視する。  

まず、策定するメンバーは、自治体の担当者について、当初からある程度のレベル（政

策決定権などを持つ管理職レベル）を確保すべきであるとの記述がある。*76  

また、参加する団体の規模を問わず、できるだけ多くの団体が当初から参加できるよう

呼びかけ、そのためにも規模の大きな会議や集会を実施するのがよいとしている。そし



て、運営グループ(steering group)を設置し、議会等を含めた各機関にも参加を呼びかける

べきであるとしている。 

これらにより、ボランタリー・コミュニティーセクターのニーズを当初からローカルコ

ンパクトの議論に組み込んで行くことを示唆しているものと思われる。 

また、議論には充分な時間をとり各団体へ持ち帰って検討できるような時間も確保する

ことや、小さなグループが策定過程に参加できる余地を確保すること、あまり多くの論

点をローカルコンパクトに詰め込まないことなどを留意点としている。 

 
１－１ 運営グループ(steering group) 

運営グループ（Local compact steering groups)については、まず、その地域の状況によっ

てグループの構成が違うことを確認し、運営グループが全体の代表者であり、説明責任

を確保できるような状況を整えることを留意点としてあげる。 

また、運営グループのサブグループを国のコンパクトにおいてテーマとなっている５つ

の分野*77 *などに関して設置することができるとする。 

ボランタリー・コミュニティーセクターと公的機関の違いによりローカルコンパクト策

定時に起こりうる問題点について、運営グループは連帯して責任を持つことが望ましく、

制定過程からニュースレターの発行、ＷＥＢ・地方紙などの利用により、できるだけ多

くの情報公開を行うことを提案する。情報の届きづらい小さなコミュニティグループな

どに対してローカルコンパクト制定作業が行われていることを知ら知らせるためにも、

これらの作業が必要であるとする。 

また、地域公共機関からの代表者は、自らの所属する機関への報告を定期的に行うこと

を提案する。ローカルコンパクトがどのように協議され、各公共機関での業務にどのよ

うな影響を与えるのかを検討するための情報を提供する必要があるためである。 

 
２ 内容(The Content of Local Compact) 

資金援助および諮問（consultation）は、地方公共団体およびボランタリー・コミュニティ

ーセクター間の関係の鍵となることから、必ず定める旨を示している。また、国のコン

パクトで示されている次の５つの規約(code)については、ローカルコンパクトでも記述す

るよう提案されている。 

 
・ 資金（Funding・２０００年５月発行) 
・ 諮問と政策の策定（Consultation and Policy Appraisal・２０００年５月発行) 
・ 黒人及び少数民族グループ（Black and minority ethnic groups・２００１年２月発行) 

・ ボランティア（Volunteering・２００１年１０月発行) 

・ コミュニティグループ（Community groups・２００１年８月発行) 



 

ローカルコンパクトは多方面に影響を与えることから、現段階で自治体が策定した計画

等を参考にすることも視野に入れて検討すると実現可能性が高くなり、実質的でもある

と提案する。他自治体や国等の事業も検討の項目として入れておくと広い視野をえられ

るともしている。 

 
２－１ 資金・援助 

資金と援助(Funding and Support)に関しては、必ずローカルコンパクトの内容に掲示する

よう指摘する。特にボランタリー・コミュニティーセクターの大部分は資金援助を得て

おらず、その多くがこれからも有給職員の確保や公共機関からの資金援助を考えていな

いことが多い点も指摘する。 

ローカルコンパクトではこれらを認知するだけでなく、実際に小さな団体がどのような

ことを求めているのかを記述すべきであるとする。ローカルコンパクトにおいては、こ

れらの小さな団体が公共団体との連携をとるきっかけとなることによって、各団体の地

域での役割を明確化し、さらにその団体の活動をベストバリューによる評価手続（Best 

Value review process)などを利用して評価していくチャンスとなる。 

また、ローカルコンパクトにおいて、ボランタリー・コミュニティーセクター等に対す

る資金削除の事前諮問に関することや資金援助の方法、担当部門のリストなどを明示す

るよう提案する。 

 
２－２ 諮問(Consultation) 

諮問に関連して、一般的に地方公共団体はボランタリー・コミュニティーセクターがそ

の分野における専門的知識を持っていることを認識しつつ、ローカルコンパクトにおい

ては首尾一貫した取扱を行う必要があると指摘する。 

また、政府に関連する際もそうであったが、ボランタリー・コミュニティーセクターの

見解が重要であるかどうかに関して懸念される場合が多いということを指摘している。

ボランタリー・コミュニティーセクターを政策形成に参加させるためには、タイミング、

説明責任(accountability）、運営上の取扱などが重要となり、「業務と会合日時を早く知ら

せること」「ボランタリー・コミュニティーセクターの代表の選出は、行政側が選ぶよ

りも、時間をかけて、セクター側から選ばれるようにすること」が重要であると指摘す

る。 

 
２－３ 協働作業(Partnership working) 

国のコンパクトの主要な目標は、価値の共有(shared values)とお互いの尊敬(mutual respec

t)により新たなパートナシップを築き上げることであった。コンパクトにより、それぞれ



の機関がよりよい形で業務運営ができるようになることが目的であったことから、運営

グループは協働作業の取扱について焦点を置くことになる。ガイドラインでは、セント

ラルロンドンの首都圏パートナーシップ(Capital Link Partnership)での実例として*78 、

「どの機関も拒否権を持たない」というのが平等なパートナーづくりの要であると紹介

している。 

また、パートナーシップとしての役割分担がうまく働いたとしても、実務上の問題が公

共団体とボランタリー・コミュニティーセクター双方に生じることを指摘し、ローカル

コンパクトの運営グループがその解決策を見つけだすために努力する、つまり、双方が

常に話し合いをし、歩み寄る体制を整えることが必要であるとする。 

 
２－４ 各階層をまとめ上げる(Joining up the tiers) 

広域自治体と基礎自治体の２層構造になっていることから、各階層においてローカルコ

ンパクトを策定することになる場合以外に、パリッシュ（教区）や新たな行政区分が参

加する場合が想定される。また、地域的コンパクトの可能性も出てくる。 

これら各階層間における調整には、時間をかけて、あるべき姿を見つける必要があると

指摘する。 

特に政府事業で地域機関が執行する資金援助について、国家コンパクトにおける資金規

約に基づいて行われ、今後は、効果的なローカルコンパクトが存在するかどうかにより

資金決定が行われるよう期待されている。 

 
３ 実施・評価 

ローカルコンパクトガイドラインでは、その作成過程段階・内容段階に比べ、実施・評

価段階については比較的記述が少ない。これは、まだ実践例が多くないと言うことと、

本来作成過程段階で多くの議論を必要とするものであるという認識からだと考えられる。

*79  

実施にあたっては、まず、自治体側とボランタリー・コミュニティーセクター側は全て

の業務範囲において基本的な段階から協働することを認識すべきであるとしており、両

者が協働する際に注意すべき点をあげている。また、不服申立などの制度を確立する必

要があるとし、双方からの代表者による調停制度などを利用するのがよいとしている。 

加えて、各年次において、双方共同による年次報告を行い、ローカルコンパクトの実効

性を評価し、改善点を検討することが必要であることを指摘している。これにより、次

年度のための新たな目標を定め、戦略及び実施計画の改訂を行うこととしている。 

ローカルコンパクトは策定当初はまだ未熟で、改訂すべき問題点が生じることを当然と

しつつ、その改訂のための作業を継続していくことに意義を見いだしている。 

 



第４節 コンパクトの評価 

 
第１項 行動規範等の状況 

 

現在までのところ、行動規範(code of practice)については、２０００年５月に「資金(cod

es of Funding)」「諮問(Consultation)」２００１年２月に「黒人及び少数民族団体(Black a

nd Minority Ethnic organisations)」がすでに策定され、発効している。２００１年１０月

には「ボランティア活動(Volunteering Code)」も発効されている。 

加えて、前節でも詳細を見たように、２０００年７月には、地方自治体とボランタリー

セクターの協定となるローカルコンパクトのためのガイドライン(Local Compact Guideli

nes)が定められている。  

 
第２項 コンパクトに関する指摘 

 

上記のようなコンパクトに関して、ＮＣＶＯは「政府が市民社会の発展に積極的に力を

貸そうという意思を初めて具体的に示した文書」として評価する。その一方で、「ブレ

ア政権は地域の貧困・福祉・差別・教育・環境といった問題の解決に、行政が一方的に

施策を押しつけるのではなく、市民とボランタリー団体を実行主体として巻き込もうと

している。それは、セクターにとっては、多少なりとも実際に政策に影響を及ぼすこと

ができる点で大きな前進ととれよう。だが、政策実施に取り込まれることで、逆に行政

が担ってきた責任の一部が肩代わりさせられ、契約関係が強化されるおそれもある*80

 」という指摘もある。コンパクトを作ったことにより「行政とＮＰＯが互いに課題を

出した中で解決に取り組んでいくための議論の場をつくり」、「『まち』が議論しよう

と動き始め様々なプログラムができていくことが大切」*81 なのだという評価もある。

また、「『コンパクト』は、先駆的なパートナーシップのあり方を模索するために入り

口であり、これをきっかけに、行政の文化を変え、ＮＰＯと行政の関係のあり方を根本

から変えていこうとしているのだと感じ*82 」たとし、この試みが日本とイギリスのパ

ートナーシップ環境に相通ずるものがあると感じたとする記述もある。 

政府とボランタリーセクターのコンパクト１年経過後のアンケート調査*83 によると、

ボランタリーセクターのうち、三分の一の団体が政府との関係改善を確認しているとす

る。 

 
第３項 コンパクトの検討 

 

このようなイギリスにおけるコンパクトの実践により、日本におけるパートナーシップ



に参考となると思われる点は以下のとおりである。これらを行政側から見た場合、これ

まで行われて来なかったボランタリーセクターとの対応であることは明らかであり、第

２章の最後に検討した「政策管理機能」とは、このような対応であると推測される。 

 
１ 徹底的な協議 

コンパクトは、行政とボランタリーセクター間のパートナーシップに関するフレームワ

ークとプロセスの確立に意を用いており、そのために政府または自治体とＮＰＯがまず

対等な立場に立って協議をするための場の設定や、その後の運用を行うことができる環

境作りを考えている。このプロセスはまずコンパクト自身の合意に関するステージと行

動規範策定に至るまでのステージに別れ、それぞれ合意できるまで協議をすることを必

要としている。これらの作業によりかなりの時間が必要となることは明白であるが、合

意のためには時間が必要であると言うことを前提として協議をおこない、いくつもの段

階を経ている。 

 
２ 継続的な監視と報告 

法律的な文書ではないコンパクトに実効性を付与するため、策定後の運用として監視と

報告をかなり慎重におこなっている。年に１回開催される報告会は日本にありがちなセ

レモニーではなく、閣僚や上級官僚が出席し、翌年の具体的なアクションプランを策定

するための重要なものとなっている。 

 

コンパクトの導入により、行政と非営利セクターのパートナーシップに関する方針につ

いては確立することが可能であるが、実際に協働を進めていく際、ＮＰＯと自治体はど

のようにして協議を始めるべきなのか。 

国連において、ＮＧＯがいくつかの役割を与えられ、意見を陳述するなどそれぞれの団

体に関連する活動をおこなっている例があるので、その地位の確保のためにどのような

作業が必要になるのかを次の章で取り上げる。 



第５章 国連におけるＮＧＯの地位 －ECOSOC・DPI・UNCEDにおける例－ 

 

国連では、１９４６年の発足当時からＮＧＯ*84 との協働を掲げているが、すでに国連

創設の基礎となる「国際機構に関する連合国会議（サンフランシスコ会議）」に、アメ

リカ政府代表団は「顧問(Consultant)」という形でアメリカ労働総同盟(American Federatio

n of Labor [AFL])、カーネギー国際平和財団など、４２の主要な国内団体の代表を参加

させている。これらのＮＧＯ代表は、国連憲章草案の段階から検討に参加し、その結果、

「経済社会理事会とＮＧＯとの協議」等の点を追加するよう自国政府に働きかけている。 

ＮＧＯと一口にいっても、組織、規模、活動の分野・形態・地域等、あらゆる面で多様

性を持つ。その点から考えると、国連に参加するＮＧＯの質、代表制等をどのように担

保するのかという疑問が残る。その「政府ではない」ＮＧＯについて、国連での代表的

なＮＧＯとの協働例として、経済社会理事会（ECOSOC）、広報局（DPI）、リオデジャ

ネイロで行われた国連環境開発会議（UNCED）における実際の位置づけ、参加形態を調

べ、背景や主要な問題点等について明らかにしていきたい。 

 

第１節 経済社会理事会ＮＧＯ協議制度 

 

国連発足当初から経済社会理事会へのＮＧＯ協議制度が確立しているが、その定義と、

現状について確認したい。 

 
第１項 国連憲章７１条におけるＮＧＯの定義 

 

国連憲章では、７１条において経済社会理事会が関係ある民間団体と協議を行うと定め

ている*85 。ここにいう「民間団体」がＮＧＯである。 

 

   国連憲章第７１条                                                          

                          
  経済社会理事会は、その権限内にある事項に関係ある民間団体と協議するために、適当な取極を  
 行うことができる。この取極は、国際団体との間に、また、適当な場合には、関係のある国際連合  
 加盟国と協議した後に国内団体との間に行うことができる。  

 

国連憲章第７１条は、「経済社会理事会は、その権限内にある事項に関係のある非政府

機関と協議するために、適当な取極を行うことができる」と規定している。このような

取極を律する１９６８年５月２３日の経済社会理事会決議１２９６(XLIV)は、ＮＧＯが

経済社会理事会との「協議的地位」を取得し、その事務局と協議を行えることを定めて



いる。 

 
第２項 ＮＧＯ協議制の現在 

 

経済社会理事会は、１９９３年７月３０日、ＮＧＯ協議制度の改定を決め、そのための

作業部会を設置。３年間の協議を経て、１９９６年７月、NGOとの協議に関する取極の

見直しを行った。その成果の一つが、NGOの経済社会理事会との協議取極めを見直す経

済社会理事会決議１９９６/３１となっている。 

同決議は、NGOの国連会議参加認定取極を標準化し、経済社会理事会との「協議的地位」

申請プロセスを簡素化し、国際的なＮＧＯのみならず、国内NGOにも申請資格を認める

ことを決定した。参加するＮＧＯは３つの地位に分けられ、現在、あわせて２０００を

越えるＮＧＯが国連との協議的地位の資格を認められている。このうち、「一般協議的

地位（General Consultative Status）」は、ECOSOCが担当するほとんど全ての問題に関わ

っている大規模な国際的NGOに認められ、「特別協議的地位（Special Consultative Status)」

は、経済社会理事会の活動分野の一部を担当するNGOに認められ、「ロスター(Roster)」

は、場合によりその活動に有用な貢献をなしうると経済社会理事会が判断したNGOに認

められている*86 。  

１９９６年７月に行われた見直しのもう一つの成果である経済社会理事会決定１９９６/

２９７は、NGOと経済社会理事会の協議取極めを通じて得られた経験に鑑み、第５１回

総会において、国連の全活動分野へのNGO参加問題を検討するよう勧告。その後、国連

システム強化を検討する総会作業部会に、NGOに関する分科会が設置されている。この

分科会では、特に総会に対するNGOのアクセス問題の検討作業が現在も継続されている。 

 
第３項 ＮＧＯ協議制度改定の理由 

 

１９９６年の改定は、１９６８年の経済社会理事会ＮＧＯ協議制度の開始以来生じてい

た下記の問題を解決するためにものであった*87 。 

 
１ 協議の対象 

改定前の制度でもっとも批判が集中していたのは、ＮＧＯの協議の対象機関が経済社会

理事会と、その下部機関に限定され、総会が含まれていないことであった。 

開発途上国が５４の理事国で構成する経済社会理事会よりも、一国一票制度で数の上で

はるかに優位な総会を選ぶことから、経済社会問題についての討議の場は、６０年代か

ら総会に移行していった。 

 



２ 南北格差の是正 

国際的ＮＧＯは、どうしても欧米を中心とするものが大部分を占めている。 

１９９２年、リオデジャネイロで開催された地球サミット以降の世界会議では、地域レ

ベル・国レベルで活動するＮＧＯの参加も奨励されてきた。しかし、国際的ＮＧＯが欧

米を中心とすることから、どうしても発言力は欧米のＮＧＯが強くならざるを得ない。 

 
３ カテゴリー制の存続 

経済社会理事会のＮＧＯ協議制度で当初より行われてきたカテゴリーは、ＮＧＯと経済

社会理事会及び、その下部機関との「インターフェース」の度合いを反映させることを

意図していたが、次第にＮＧＯが「昇格」していくシステムと受け入れられるようにな

った。また、その分類の基準の適用は一貫性を欠き、政治的駆け引きの道具としても使

われるようになった。 

 
第４項 「協議的地位」 

 

非政府の非営利公共団体あるいはボランティア団体は、経済社会理事会との「協議的地

位」を取得することにより、国連との間で相互利益的な作業関係を構築できることとな

っている。  

この資格は、国連憲章第７１条および経済社会理事会決議１９９６/３１に基づくもので、

この決議１９９６/３１に細かく列挙された権利および特権に従い、適格と認定された機

関は、各国政府および国連事務局の技術専門家、アドバイザーおよびコンサルタントの

役割を務めることができ、国連の作業プログラムと目標への貢献を行うことができる。

また、協議的地位を得た機関は、場合によっては主張擁護団体として、国連が採択した

行動計画、プログラムおよび宣言を実施し、国連のテーマを推進することとなる。経済

社会理事会およびその様々な補助機関への具体的な関与は、会合への出席、および、そ

の検討事項に関する発言および書面の提出などを通じて行われる。 

さらに「一般協議的地位」を有する機関は、経済社会理事会の新たな検討事項を提案す

ることも可能となる。 

 
第５項 「協議的地位」取得手続き 

 

協議的地位の具体的な取得手続は国連ホームページ*88 及び国連広報センターホーム

ページ*89 で公開されている。この手続を見ると、ＮＧＯが協議的地位を得るためにど

のような手続・要件が必要となるのかがわかるので、詳しく見てみたい。 

 



１ 申請方法 

「協議的地位」の取得申請は、１９の国連加盟国により構成される経済社会理事会のNG

O委員会によって、まず審査を受ける。年に２回開催される同委員会は、どのＮＧＯに３

つの資格（一般、特別およびロスター）のどれを付与するかについて経済社会理事会に

勧告を行う。経済社会理事会はこれを受けて最終決定をすることになる。 

「協議的地位」の取得を希望するＮＧＯは、まず書面により、経済社会問題局(Departme

nt of Economical and Social Affairs)のNGO課に申請を行わなければならない。  

 
２ 書類提出 

書類は「協議的地位」を希望するＮＧＯのレターヘッドを用い、そのＮＧＯの事務局長

の署名を必要となる。NGO課がこの趣意書を受け取ると、アンケートと申請書類一式が

当該機関に送付される。申請書類の提出期限は、毎年6月1日。２０００年６月１日まで

にNGO課が受理した申請書類（記入済みアンケート用紙と必要とされるすべての補足資

料）の審査は、２００１年のNGO委員会*90 で行われることになる。  

 
３ 「協議的地位」取得の要件 

「協議的地位」を申請できるNGOの種類、資格取得のための要件、および、「協議的地

位」のあるNGOの義務と責任については、経済社会理事会決議１９９６/３１に細かく列

挙されている。この他の要件としては、当該機関の活動が経済社会理事会の作業と関連

性を持つ必要がある。 

また、「協議的地位」を申請できるのは、設立（該当する政府当局にNGO/非営利団体と

して正式に登録された時点）から２年以上を経過したNGOとなる。  

「一般協議的地位」を申請するNGOは、「経済社会理事会およびその補助機関のほとん

どの活動に関係」していなくてはならず、「特別」協議的地位」は、「経済社会理事会

の一部の活動分野だけについて特別の能力と関心を有する」NGOに認められる。「場合

によって経済社会理事会あるいはその補助機関の活動に有用な貢献を行いうる」NGOに

は、ロスターの資格が与えられることとなる。 

 
第６項 経済社会理事会決議１９９６／３１に列挙された、「協議的地位」のあるＮＧＯの義務と責任 

 

経済社会理事会において、協議的地位をえたＮＧＯの義務と責任については、１９９６

年７月２５日に採択された経済社会理事会決議１９９６／３１に掲載され、それはおお

よそ、次のとおりとなっている。 

 
①経済社会理事会（以下、経済社会理事会という）およびその補助機関の権能の範囲内にあ



る事柄に対して関心をもつNGOでなければならない。 

②そのNGOの目標と目的が、国連憲章の精神、目的、および原則に一致しなければならな
い。 

③それぞれの組織の目標と目的に従い、その能力と活動の特性および範囲の中で、国連の活

動を支援し、国連の原則と活動に関する知識を広める活動を行うNGOでなければならない。 
④明確に異なる定義がなされている場合を除き、「NGO」という語は、国、小地域、地域、

国際レベルの非政府組織を指す。 

⑤協議関係は、国連憲章、および本決議によって確立される原則と基準に従い、国際、地域、

小地域、国のNGOとの間に樹立される。NGO委員会は、「協議的地位」を求める申請書を

検討するにあたり、世界のすべての地域のNGOによる公正で、バランスが取れ、効果的な
真の参加を達成できるようにするため、可能な限り、すべての地域のNGO、特に開発途上
国のNGOが参加できるよう配慮しなければならない。また同委員会は、経済社会理事会が

利用したいと望む特殊な専門知識や経験をもつNGOに特に注意を払わなければならない。 

⑥すでに「協議的地位」を有する国際組織の加盟組織を含め、地域、小地域、国のNGOに
その地位が認められるには、その活動プログラムが国連の目標および目的に直接的に関連し

ていることが明確に示されなければならない。加えて、国のNGOの場合には、当該加盟国
との協議を要するものとする。その際、加盟国によって表明された見解は、当該NGOに伝
えられ、そのNGOには、NGO委員会を通してその見解に反論する機会が与えられる。 

⑦能力を有する分野、または代表的な特性に関する分野において、確固たる名声をもつNG
Oでなければならない。ある分野において類似した目的、関心、基本的な見解をもつ多数の
組織が存在する場合には、経済社会理事会との協議の目的で、グループ全体のために協議を

行う正式な権限を与えられた共同委員会、またはその他の組織を発足させることができる。 

⑧既定の本部と執行責任者を有するNGOでなければならない。また、会議、代表者会議、
その他の代表組織による方針の決定、および方針決定組織に対する執行組織の責任が規定さ

れ、民主的に採択された憲章をもち、その写し1部が事務総長に寄託されていることが必要

である。 
⑨正式に権限を付与された代表を通し、メンバーに代わって発言する権限を有するNGOで

なければならない。要請があれば、この正式権限を示す根拠が提示されなければならない。 
⑩代表の構造、およびメンバーに対する適切なアカウンタビリティの仕組みをもち、そのメ

ンバーが、投票権、または民主的で透明なその他の適切な意思決定プロセスを行使すること

によって、方針と行動に対する効果的な統制を行うNGOでなければならない。政府組織ま
たは政府間の合意によって設立されたもの以外の組織が、この取り決めの目的でNGOとみ

なされ、また、その中には、政府機関によって任命されたメンバーの受け入れによってその

組織の見解の自由な表明が妨げられない限り、そのようなメンバーを受け入れる組織も含ま

れる。 

⑪基本的な資源が、主に、各国加盟組織などの構成単位、または個人メンバーからの拠出金



で形成されるNGOでなければならない。自発的な寄付を受ける場合には、その金額と寄付
者がNGO委員会に誠実に提示されるものとする。しかし、その基準が満たされず、他の財
源から資金を得ている場合、本条に記された要件を満たしていない理由を納得のできる形で

同委員会に説明しなければならない。直接的であるか間接的であるかを問わず、政府からの

金銭的な拠出がある場合には、事務総長を通してその旨が率直に表明され、そのNGOの財
務記録およびその他の記録に完全に記録されなければならず、また、それが国連の目標に一

致する目的に用いられなければならない。 

 

第２節 国連広報局におけるＮＧＯの実際 

 

国連においては、経済社会理事会ＮＧＯ協議制度に加え、ＮＧＯと協働する主な機関に

国連広報局(Department of Public Information)がある。以下では、広報局とＮＧＯの関係

を確認する。 

 
第１項 広報局とＮＧＯ 

 

広報活動をプログラムの一環としているNGOは、国連広報局（DPI）との提携を行うこと

ができる*91 。国連の広報活動と不可分一体をなすものとして、NGOと協力し、これを

通じた活動を行う重要性が認識されたのは、１９４６年に広報局が設置されたときで、

総会決議１３（１）は、DPIとその支部に次のような指示を出している。  
 「各国の情報サービス、教育機関、ならびに、国連に関する情報を広めることに関心を持

つその他の政府･非政府機関を積極的に援助し、奨励すること。この目的等の関連において、

広報局は、十分な設備を備えたレファレンス･サービスを運営し、講演者に対するブリーフ

ィングあるいはその派遣を行うとともに、その刊行物、ドキュメンタリー映画、スライド、

ポスターおよびその他の展示物を、これら機関の使用に供するべきである」  

１９６８年５月２７日、経済社会理事会は決議１２９７（XLIV）を採択し、ＮＧＯが「国

連の活動を支援するとともに、自らのねらいと目標、ならびに、その能力と活動の性質

および範囲に従い、国連の原則と活動に関する知識を向上させることを約束する」こと

を規定した１９６８年５月２３日の経済社会理事会決議１２９６（XLIV）の文言と精神

に留意した上で、ＮＧＯとの提携関係を結ぶことを広報局に求めた。  

 
第２項 NGOと広報局の協力体制 

 

広報局と提携するＮＧＯは、国連に関する情報をそのＮＧＯのメンバーに広めることで、

国連に関する知識と国連の活動に対する支持を草の根レベルで強化することを意図して



いる。このような普及活動としては、以下のようなものがある。 

 
・平和と安全保障、経済･社会開発、人権、人道問題、国際法などの問題に関する国連 の

全世界での活動を広く伝えること。  

・人類が直面する重要課題に世界の注意を集めるために、国連総会が設定した国連の 記念

行事と国際年を推進すること。  

 
第３項 広報局と提携するNGOの認定基準 

 

広報局と提携する資格を持つのは、次のようなＮＧＯとなっている。 

 
・国連憲章の理念を共有している。  

・非営利の事業のみを行っている。  
・国連の課題への関心が実証され、かつ、教育者、メディア代表、政策立案者、財界など、

広範あるいは専門的な聴衆に呼びかけを行う能力が立証されている。  

・ニュースレター、速報およびパンフレットの発行、会議、セミナーおよび円卓会議の開催、

ならびに、メディアの協力を通じて、国連の活動に関する効果的な広報プログラムを運営す

る決意と手段を持っている。  

 
第４項 広報局と提携を希望するＮＧＯの手続き 

 

上記の基準に合致するNGOは、広報局NGO課長宛に、広報局との提携を表明する書類を

送付する。この中には次のような内容が必要となる。 

 
・提携を求める理由 
・自らの広報プログラムの説明 
・当該ＮＧＯが作成した最近の広報資料のサンプルを6部以上 

・もしあれば、国連の部局、国連の計画および専門機関、さらには、国連広報センター（U
NIC）および広報サービス（UNIS）からの紹介状 

 

申請手続が終わると、広報局のＮＧＯ委員会が、所定の期間で申請の審査を行い、審査

結果は、すぐに当該ＮＧＯに通知されることになっている。その後、提携資格を得たNG

Oは、広報局に対する正副代表を指名するよう求められることになる。 

なお広報局との提携は、ＮＧＯが国連システムに取り込まれることを意味するものでは

なく、また、当該ＮＧＯあるいはその職員に何らかの特権、免責権あるいは特別の地位

を与えるものでもない。 



 

第３節 国連環境開発会議(UNCED)におけるＮＧＯの地位 

 

１９９２年にリオデジャネイロで行われた国連環境開発会議（UNCED）では、１９９０

年の第１回から計４回の準備委員会等を行ったが、国連はこの準備段階から「広範な参

加」を促すため、経済社会理事会との協議的地位を有するＮＧＯ以外にもロスターの資

格を拡大適用することを認めた。その結果、途上国ＮＧＯや国レベル、草の根ＮＧＯも

政府間会合に公式参加する機会を得、それらのＮＧＯが参加ＮＧＯの過半数を占めた。

最終的には１４１８団体に達し、国連の主催する会議へのＮＧＯの参加としては国連史

上最大の規模となると共に、これ以後国連が主催した世界会議では、ＮＧＯの参加が一

般化していった*92 。 

以前からＮＧＯの参加はあったが、国連は経済社会理事会の協議的地位をもつＮＧＯと

の間でのみ協議を行っており、UNCEDでは、参加を希望するＮＧＯに広くロスターの資

格を与えた点で興味深い。また、それまではＮＧＯの参加資格は会議の度に決議され、

一貫した手続規則も確立していなかった。 

 
第１項 UNCED準備プロセス 

 

各準備委員会において、UNCED事務局は、ＮＧＯの参加を奨励した。これは、環境問題

への政府間の取り極めを効力あるものとするには、それを遂行するためにも多くのＮＧ

Ｏの参加が欠かせないと考えていたからである。 

UNCED事務局の作成したガイドラインに沿ってＮＧＯの参加手続の話し合いが進められ

た。第１回準備委員会では、具体的な参加形態まで定まっていなかったため、３７のＮ

ＧＯがオブザーバー参加したに過ぎなかったが、第２回準備委員会では認定手続が確立

し、１９３のＮＧＯが参加を認められた。各準備委員会で一度でも認定を受けたＮＧＯ

は、引き続き開催される準備委員会及びUNCEDに参加できた。 

しかし、この認定による参加資格はあくまでこのUNCEDにのみ有効で、恒久的なもので

はなかった*93 ことに加え、UNCEDにおけるＮＧＯの発言権は、準備委員会の議長の裁

量に一任され、討議中の発言権も信義の最終的な意思決定への議決権も認められていな

かった。 

 
第２項 ＮＧＯの参加資格 

 

UNCED準備プロセスの参加資格を得たＮＧＯは、次の方法により、UNCEDの協議過程に

参加することとなった。 



 
①UNCED事務局内に設立された１０の専門委員会にメンバーとして参加する。 
②ＮＧＯが各国政府代表団のメンバーとなってUNCEDに参加する。 

③各準備委員会を構成する作業部会と本会議に参加する。 

 

ところが、実質的には、①、②についてはごく少数の先進国ＮＧＯを中心とした限られ

た団体にとどまり、それ以外のＮＧＯは③に関連してロビー活動を繰り広げるという形

にならざるを得なかった。作業部会での発言においては、構成する政府代表団の方針に

より、オブザーバー参加が認められたり、終始ＮＧＯの参加が認められなかったりと対

応がまちまちであった。 

これらのことから、UNCEDでＮＧＯの門戸が開かれたといわれているが、準備委員会な

どでは討議や議決の段階では事前に発表内容に関して準備委員会の審査を受けるといっ

た手順が必要となり、参加したＮＧＯからの批判が相次いだといわれている*94 。 

 

第４節 国連におけるＮＧＯの地位に関する問題点 

 

各国の思惑が渦巻く国連での議論なので、一概に全てのＮＧＯを協議に参加させること

は難しい。経済社会理事会に参加させた国連発足時の議論を見ると、ＮＧＯとのパート

ナーシップが発揮できる場面はある程度に限られるはずだと考えるのも無理はない。し

かし、実際に地域間の紛争解決についてもＮＧＯが活躍した場面がいくつか見られるこ

とから、ＮＧＯが対応することで問題解決が可能となる場面は増えているように思える。 

１９９６年のＮＧＯ協議制度に関する改定では、ＮＧＯ協議制度の総会への拡大は取り

上げられなかった。今後、ＮＧＯ協議制度がより多くの場面で適用されるために問題点

を掲示したい。 

 
第１項 手続の確立 

 

経済社会理事会において、ＮＧＯは協議的地位としてその存在価値が明らかになってい

るが、総会を含め、その他の会議ではまだ確立しているとは言い難い。会議においては

「今回の会議は経済社会理事会ＮＧＯ協議制度における一般協議的地位を持つＮＧＯ」

等と指定して参加を認めるＮＧＯを毎回の「決議」しているのが現状となっている。 

総会及び関連する会議においても、ＮＧＯが国連とのパートナーシップを発揮できるよ

う、統一的な地位取得のための手続を確保する必要がある。また、その発言権も確保し、

議長の裁量による等、会議によってＮＧＯに対する対応のずれが生じないようにするこ

とは重要である。 



 
第２項 条文的根拠 

 

国連においては、国連憲章７１条及び経済社会理事会ＮＧＯ協議制度のみが、国連とＮ

ＧＯとのパートナーシップを確立するための「条文的根拠」となっており、それ以外に

は存在していない。統一的な地位取得手続のためにはこういった条文的根拠を明らかに

していくことは大変重要となる。７１条では経済社会理事会に限定されていることから、

総会等、その他の会議への適用範囲の拡大など法的根拠を確立する必要がある。 

 
第３項 能力の評価 

 

ＮＧＯに関する文献を見ていると、UNCEDを機に国連においてＮＧＯが「オブザーバー」

から「パートナー」として尊重されるようになったという記述を見ることが多い。確か

に門戸が広くなったという意味においてはそのとおりかもしれないが、その能力の評価

を適正な形で受けてのものとは思えない。それぞれのＮＧＯが関連する専門分野のスペ

シャリストとしての位置づけを明確にし、国連事務局で負担している業務を各ＮＧＯに

分担してもらうことで実績を積み、発言権の拡大へと発展させれば、そのＮＧＯの能力

の評価ができるのではないか。 

 

第５節 市民社会の代表としてのＮＰＯ 

 

国連の資料・ホームページを見ていると、ＮＧＯは、「市民社会（civil societies）」の項

目に分類されている。各国政府間協議の場である国連においては、ＮＧＯは「市民」の

代表となっている。確かに「政府代表」ではなく、当然「企業代表」でもないことから、

今後ＮＧＯの発言が、「市民の声」としてより重要視されていくことは明らかである。 

 振り返って、国内政策決定過程でも同様の問題が生じていることに気がつく。残念な

がら、国内においてもＮＧＯ・ＮＰＯが国内政策などに与える影響は未だ少なく、その

地位も社会的にはあまり認められていない。国連とＮＧＯの関係の確立により、今後、

国内の「市民社会」確立への大きな参考になることは間違いない。 



第６章 まとめ 

 

第４章、第５章で詳細を見た事例を手がかりとして、今後、自治体とＮＰＯのパートナ

ーシップの発展を目指すためには、次のような視点に留意する必要があると考える。 

 

第１節 ＮＰＯの役割確立 

 
第１項 市民参加に関する風土の違い 

 

「政府機構あるいは政府機関が住民共通の問題に対処する立場につく以前に、コミュニ

ティはもう形成されて」おり「政府成立以後でさえ、アメリカ人は、君主制や官僚制度

の復活をおそれて政府に依存したがらなかった*95 」という歴史を持つアメリカでは、

「公式に設立された民間機関で、自主管理をおこない、利益配分は行わず、有志による

ものであって、公共の利益を追求する*96 」という特徴を持つ非営利セクターがコミュ

ニティの重要な構成要素として存在する。このような現象は、法人制度にも現れており、

大陸法体系よりも非営利組織の出現に対して支援的であるといわれているアメリカ、イ

ギリスの英米法体系における非営利法人は「法律の下に生まれたと言うよりも、公益の

ために団結する固有の権利があるとする英米法の前提により結成されたものといるだろ

う*97 」とされている。 

寺尾(1997)では、アメリカの地方自治におけるロバート議事手続規則集の存在を解説して

いる。「社会的背景を異にする人々が共有できる規則さえあれば、これの市民団体が効

率的にその活動を進めることができるようになるし、新参者たちが戸惑うことなくこう

した市民活動に参加し、早くコミュニティにもとけ込めるようになると考え*98 」て、

１８７６年に出版されたロバート議事手続規則集は、現在でも討議を通じて公共性を具

体的に確定する作業をこなしていくアメリカ市民の「公共精神を生かす社会的装置の一

つ*99 」となっている。議事手続き規則集がこれだけ普及するアメリカという社会は、

常日頃から市民が政治、文化、社会、宗教、慈善といった様々なテーマを持つ市民団体

の意思決定機関に参加し、議論をしていることを示している*100 。 

自治体とＮＰＯのパートナーシップを成立させるためには「横浜市における市民活動と

の協働に関する基本方針（横浜コード）」でも示されているとおり、原則として①対等、

②自主性尊重、③自立化、④相互理解、⑤目的共有、⑥公開の要素が大変重要になって

くるが、これらの原則にもっとも必要なものが、住民自らが参加し討議をして物事を決

定していくということなのであると考える。 

ＮＰＯはこのようなアメリカの風土のもとに特に発展してきているが、振り返って我が

国を見てみると、ロバート議事手続規則集が発行になった前後して福沢諭吉が「会議弁」



と題し、西欧会議規則中を手がかりにした小冊子を発行している。しかし、１９世紀の

ロバート議事手続規則集が現在でも「普通の小さな本屋の棚にも見いだせるほど」に普

及しているアメリカとは違い、日本では研究的興味の対象でしかない。彼我の風土の違

いのため、日本では、イギリスのコンパクトのような手法を用い、住民およびＮＰＯが

自ら参加し議論するようになるまでのプロセスを自治体がより積極的かつ明確に示して

いかなければ、住民参加による真の地方自治に達することはむずかしいと感じざるをえ

ない。 

 
第２項 「ボランタリーの失敗」理論による示唆 

 

昨今の国内におけるＮＰＯに関する議論が、財政破綻や高齢化という状況下で「政府（行

政）の手の及ばざるところを補完する」ものとしてＮＰＯが取り上げられているといっ

た意識が自治体職員の側にはあるかもしれない。 

サラモンの「ボランタリーの失敗」という理論は、その点で自治体担当者を含めた、自

治体とＮＰＯのパートナーシップにかかわる者にとって多くの示唆を与えてくれるもの

であると考える。「政府があるのになぜＮＰＯが必要なのか、と私たちは問う。しかし

本当は、ＮＰＯとボランティアがあるのになぜ政府が必要なのか、を問うべきである」、

「ボランタリー団体を、共同財提供メカニズムたる政府の内在的限界による“政府の失

敗”の穴を埋める副次的な機構として扱うのでなく、議論を逆転させ、政府の方をこそ

“ボランタリーの失敗”、ボランタリーないし非営利セクターの内在的限界に対応する

副次的機構とみる*101 」といった議論は、まさに自治体とＮＰＯのパートナーシップ

を進めていくための、これまでの行政のあり方に対する根本的な見直し・変革として位

置づける視点であると考える。 

イギリスにおいて、保守党政権からブレア労働党政権に変わったことによるパートナー

シップの変化は、競合パラダイムからパートナーシップ・パラダイムへの変化の理論通

りの形となっていることが興味深い。パートナーシップの重要性の議論が様々な観点か

らおこなわれているが、コンパクトによりその具体例が示されたことは、日本にとって

大変よい参考となるだろう。 

 

第２節 ＮＰＯの多様性への対応 

 
第１項 インターミディアリー（中間支援組織）の必要性 

 

政府とボランタリーセクターが協定を結ぶ際、ボランタリーセクターの代表として、各

ＮＰＯの意思を総括・仲介するインターミディアリー組織が必要となってくる。ＮＰＯ



はそれぞれ多様な価値観を持ち、一つの事業を行うにしても、参加するＮＰＯがそれぞ

れ多面的に自分たちのニーズにしたがった参加方法をとることになる。行政に対応する

ものとして、「非営利セクター」とまとめた形で呼ばれるが、実質はそれぞれの団体で、

ニーズ、規模など、様々な形態を持つ。 

イギリスの場合、全国ボランタリー団体協議会（ＮＣＶＯ：National Council for Volunta

ry Organizations）が１９１９年から活動しており、もっとも包括的な中間団体として存在

する。このＮＣＶＯは、個々のＮＰＯに対して、助言や情報提供をするばかりでなく、

共通する課題について代表して政府と交渉もする。コンパクトにおいても、当初から政

府との調整に参加し、大きな発言力を持ってきた。 

日本の場合は、未だそのようなインターミディアリー組織が育っているとは言い難い状

況である。確かに日本ＮＰＯセンター*102 などの組織が存在しているが、組織自体の

規模にしてもＮＣＶＯは「$8.4 million Cdn and a staff of over 20（６億７千万円規模の

予算と２０人のスタッフ）*103 」であるが、日本ＮＰＯセンターは予算規模が１億円、

６名の事務局スタッフで運営されているというのが現実である。特に日本においては、

全てのＮＰＯを包括した組織という形で存在しているわけではないことから、対政府交

渉などといった行政のカウンターパートとしての活動については、残念ながら有効に機

能しているとはいいがたい。各自治体においても同様のことがいるであろう。もちろん、

インターミディアリーとして有効に機能していない状況は国内の非営利セクターの側に

責任があるということよりもむしろ行政のＮＰＯに対する無理解から生じている現象で

あると思われるが、非営利セクターにおけるインターミディアリーが有効に機能してく

れた方が、行政は連携をとりやすいと考えるのも事実であろう。 

 
第２項 ＮＰＯ相互の対立 

 

神奈川県における「かながわボランタリー活動推進基金２１（以下基金２１）*104 」

事業に当初からかかわってきたアリスセンター（特定非営利活動法人まちづくり情報セ

ンターかながわ）は、神奈川県の担当である県民活動サポートセンターと協議するため

に多くのＮＰＯと「協議団」を設立した。時間がなかったこともあり、この協議団は「公

募したわけでも、投票で選ばれたわけでもなく、アリスセンターが個別に声をかけて形

成された*105 」わけだが、協議が進行するうちに協議団に入れなかった団体から別途

提言が提出され「ＮＰＯ側は一枚岩ではない」状態が露呈してしまったと懐古する。 

のちに述べるルールづくりの際、ＮＰＯの意見の違いを協議し、取りまとめるする場を

確保するのはＮＰＯか行政かという議論が必要となる。本来はどちらでもいいはずで、

行政の事業に関する場合は行政サイドが行うことになるはずだが、インターミディアリ

ーが確立していない現在はそのような区分けをすることができず、一律に行政がやらざ



るを得ないと思われる。実際、基金２１事業においてもそのような協議の場を作ること

ができるのは唯一神奈川県の担当部局だけで、それ以外はそれぞれ個別な立場として参

加せざるを得なかった。これらを考えても、まず行政側がきっかけづくりをすることが

重要になる。 

 

第３節 ルール作り 

 
第１項 条約形成過程とＮＧＯの機能 

 

第５章で見てきたとおり、ＮＧＯは「市民社会」を代表して条約形成過程等に参加し、

国際社会において民意を反映させるための一つの有効なチャンネルとなっている。ＮＧ

Ｏが条約作成手続きに関与することの意義は、 

 
①専門家集団として、作成途上の条約を分析・検討する能力を持ち、自分たちが行った分析・

検討結果を人々に知らせることによって人々が条約をよりよく理解する手がかりとなる。 
②政府が進める以外の実質的な選択肢を示し、市民がそれを選ぶことができるような選択可

能性を提示することにより、民主的コントロールが実現する。 

 

などが指摘される*106 。 

上記の①により条約等の透明性が高まり、②により政府の条約等に対する説明責任が明

確になる。 

これまで見た来たとおり、これらの機能は、全く同様に自治体－ＮＰＯ間にも存在し、

ＮＰＯが行政に関与していくことにより、施策に対して透明性・説明責任が付与されざ

るをえないことは明らかである。行政において説明責任（アカウンタビリティ）が重要

視されつつあるが、ＮＰＯとの協働はそれにより自動的に外部の目にさらされざるをえ

ないことから、実はアカウンタビリティのための有効な手段であるということを認識し

てもよい。 

 
第２項 手続確立のための十分な協議 

 

自治体とＮＰＯのパートナーシップを確立するために、まずは双方が納得できる手続き

を確立する必要がある。上記基金２１事業においても、協議にいたる前の当初参加手続

きがうまくいかなかったことから問題が発生している。 

これらを双方が満足のいくものにするには、協議の時間を充分に確保する手順が必要と

なっている。 



英国のコンパクトにおいては、協議に入るまでの手順について、イベントの開催によっ

て多くのＮＰＯに対して周知するといった手法まで細かく明文化されている。 

国連では、統一した「募集窓口」を設け、そこに連絡を主体的にとってくるＮＰＯ（国

連の場合はＮＧＯ）に対して、一律同様なパートナーシップを持てる体制を整えている。 

これと同様に、まず行政側はＮＰＯに協議の場に参加してもらうことを前提に連絡を取

る体制を整え、その後実際の協議に参加してもらうようなやり方を今後しばらくはとら

ざるを得ないだろう。相当規模のインターミディアリーができあがり、常に自治体と協

議できる状況が整えば、まずはインターミディアリーとの協議を始めるという方法が可

能となるだろうが、それまでは協議が始まるまでに時間が必要だと言うことは英国のコ

ンパクトの例でもわかるとおり、当初から折り込んでおくべき事情なのだと思われる。 

 

第４節 おわりに 

 

理論的アプローチで述べた政府機能の民間への拡散、いわゆる「第三者政府論」は政府

が「自ら公共サービスを行なうよりは、金だけ出してあとは自治体、産業、ＮＰＯにま

かせてしまう*107 」というアメリカの福祉国家化の特異性から「アメリカ政府の巨大

化は、決して民間非営利セクターを駆逐したのではなくて、むしろその活動を『第三者

による政府』構造で支援・強化してきた*108 」とサラモンは指摘する。「最初に民間

非営利セクターがあり、その後に政府がでてきたアメリカでは、政府は非営利セクター

の影響下で活動せざるを得ず、それとの協働構造のなかで自らを拡大してきた*109 」

とする。 

中央主権官僚制を通さず、あるいはその官僚制をコントロールする選挙も通さず、市民

が身の回りで起こっている問題を即取り上げ、その解決のため活動を組織する」ＮＰＯ

は分権的な公共の原理である*110 とする岡部は「ＮＰＯの分権型公共は万人にそれな

りの決定・実行を保証し、その上（後）で社会的合意のプロセスを動かしていくプロセ

スを動かしていく。そうしたメカニズムで動く別の民主主義である。官僚制型に対する

市場型の民主主義である*111 」とする。 

本稿で取り上げた英国のコンパクトは、政府側からこの議論を制度化していった画期的

なものであると共に、これからの日本におけるＮＰＯとのパートナーシップを考える上

で、大変有益なものである。 

いま、日本でもＮＰＯ・ＮＧＯ、市民社会という存在がクローズ・アップされてきてい

るが「分権的な公共の原理」「ＮＰＯ型の分権民主主義」の視点をもとにすることで自

治体とＮＰＯのパートナーシップは、お互いが公共活動の共通の目的を達成するために、

対等の関係で共同の事業を行い、それを通じてお互いの組織や活動を改革するという行

動を行うことが可能となるはずである。 



 

 最後に、論文作成にあたって的確な指導をいただいた宇賀克也教授に厚く感謝を申し上げ

ると共に、大学院生としての生活の中で様々な形でお世話になりました、渡辺浩研究科長を

はじめとする東京大学大学院法学政治学研究科各教官の皆様、専修コースＯＢ・ＯＧの皆様、

多くの友人や協力者の皆様にも感謝の意を表します。 
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